
第２号様式　その１

1　特定エネルギー供給事業者の概要

（１）　特定エネルギー供給事業者の氏名等

（２）　事業の概要

特別高圧 高圧 低圧（電力） 低圧（電灯）

（３）　担当部署

電  話  番  号

ファクシミリ番号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

電  話  番  号

ファクシミリ番号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

公 表 の
担当部署

名称 大東エナジー株式会社

連絡先

03-6718-9232

03-6718-9103

am093584@kentaku.co.jp

　発電事業の有無

エネルギー状況報告書

特定エネルギー供給事業者の氏名
（法人にあっては名称及び代表者の氏
名）

大東エナジー株式会社　　代表取締役社長　佐藤功次

特定エネルギー供給事業者の住所
（法人にあっては主たる事務所の所在
地）

東京都港区港南二丁目１６番１号

　都内供給区分

　事業の概要
　（発電事業がある場合は、発電
　事業の概要も記載すること。）

当社グループ管理部屋、当社管理建物等への供給を目的とした小売電気事業

報告書の
担当部署

名称 大東エナジー株式会社

連絡先

03-6718-9232

03-6718-9103

am093584@kentaku.co.jp

有 無



第２号様式　その２

（４） エネルギー状況報告書の公表方法

～

２　特定エネルギーの供給に伴い排出された温室効果ガスの量

(単位　千ｔ-CO2)

３　特定エネルギーの供給に伴い排出された温室効果ガスの量（１ｋＷｈ当たり）及びその抑制に係る措置の進捗状況

(単位　kg-CO2/kWh) (単位　％)

（排出係数の削減目標達成に向けた具体的な対策の取組実績及びその効果）

４　再生可能エネルギーの供給の量の割合及びその拡大に係る措置の進捗状況

　再生可能エネルギーを利用した発電による電気の供給の利用量の割合

（再生可能エネルギーの具体的な利用促進対策の取組実績、開発の実績等）

利用率
（％）

100.00%

20.05

（火力発電のCO2排出係数） 0.792

調整後CO2排出係数 0.558

全電源のCO2排出係数 0.545

再生可能エネルギー由来の電源取り込みを検討しています。
検討段階のため実績はありません。

2019  年  08  月  01  日  公表期間

問い合わせがあった際に対応その他

入手方法：

アドレス：ホームページで公表

2020  年  07  月  31  日  

窓口での閲覧

公表方法

閲覧場所：

閲覧可能時間：

2.45%

所在地：

0.015

0.516

0.499

前年度

12.35

把握率

前々年度の実績 前年度の実績

893 2.43%

2.45%

605再生可能エネルギー

605893（ＦＩＴ電気）

冊子（環境報告書等） 冊子名：

項目 前々年度

前年度

グループ会社運営の太陽光発電事業の取り込みを検討しています。
検討段階のため実績はありません。

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

利用量
(千kWh)

項目

項目 前々年度

2.43%

　排出量



第２号様式　その３

５　その他地球温暖化の対策に関する事項の進捗状況

（１）　未利用エネルギー等を利用した発電による電気の供給に係る措置の進捗状況

（未利用エネルギー等の具体的な利用促進対策の取組実績、開発の実績等）

（２）　火力発電所における熱効率の向上に係る措置の進捗状況

（３）　都内の電気需要者への地球温暖化の対策の働きかけに係る措置の進捗状況

（４）　その他の地球温暖化対策に係る措置の進捗状況

グループ関連事業者の動向に併せて検討を進めます。

グループ会社一丸となって、事業所の不要電灯消灯や、一斉ライトダウン運動、クールビズ・ウォームビズの導入など
に取り組んできました。今後も継続して進めて参ります。

0 0.00% 174 0.70%

導入可能性について検討しています。
検討段階のため実績はありません。

所有しておりません。

前々年度の実績 前年度の実績

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

利用量
(千kWh)

利用率
（％）



第２号様式　その１

1　特定エネルギー供給事業者の概要

（１）　特定エネルギー供給事業者の氏名等

（２）　事業の概要

特別高圧 高圧 低圧（電力） 低圧（電灯）

（３）　担当部署

電  話  番  号

ファクシミリ番号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

電  話  番  号

ファクシミリ番号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

公 表 の
担当部署

名称

連絡先

総務企画部エネルギー企画課

049-259-1139

049-259-3020

denki@daitogas.co.jp

　発電事業の有無

エネルギー状況報告書

特定エネルギー供給事業者の氏名
（法人にあっては名称及び代表者の氏
名）

特定エネルギー供給事業者の住所
（法人にあっては主たる事務所の所在
地）

大東ガス株式会社
代表取締役社長　清水　宏之介

埼玉県入間郡三芳町大字藤久保字西１０８１番地１

・小売電気事業
　弊社は、小売電気事業者同士でバランシンググループを形成して電力を調達し、
埼玉県を中心に、東京都内においても電力小売事業を行っています。
　（現時点では都内において特別高圧の実績はありませんが、特別高圧も含めて
事業展開を図っております。）

総務企画部エネルギー企画課

049-259-1139

049-259-3020

denki@daitogas.co.jp

　都内供給区分

　事業の概要
　（発電事業がある場合は、発電
　事業の概要も記載すること。）

報告書の
担当部署

名称

連絡先

有 無



第２号様式　その２

（４） エネルギー状況報告書の公表方法

～

２　特定エネルギーの供給に伴い排出された温室効果ガスの量

(単位　千ｔ-CO2)

３　特定エネルギーの供給に伴い排出された温室効果ガスの量（１ｋＷｈ当たり）及びその抑制に係る措置の進捗状況

(単位　kg-CO2/kWh) (単位　％)

（排出係数の削減目標達成に向けた具体的な対策の取組実績及びその効果）

４　再生可能エネルギーの供給の量の割合及びその拡大に係る措置の進捗状況

　再生可能エネルギーを利用した発電による電気の供給の利用量の割合

（再生可能エネルギーの具体的な利用促進対策の取組実績、開発の実績等）

（火力発電のCO2排出係数） -

調整後CO2排出係数 0.599

全電源のCO2排出係数 0.615

公表期間

その他

入手方法：

アドレス：ホームページで公表

2020  年  07  月  31  日  

窓口での閲覧

公表方法

2019  年  08  月  01  日  

閲覧場所：

閲覧可能時間：

0.00%

所在地：

-

0.497

0.511

前年度

0.39

把握率

前々年度の実績 前年度の実績

冊子（環境報告書等） 冊子名：

項目 前々年度

前年度

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

利用量
(千kWh)

項目

項目 前々年度

0.00%

　排出量

0

・バランシンググループとして、現時点では、自社等発電所において再生可能エネルギーによる発電はあ
りません。

埼玉県入間郡三芳町大字藤久保字西1081-1

本社１階受付前書棚スペース

平日 8:30～17:00

問合せの際は、メール・FAX等により対応します。

・バランシンググループとして、契約している発電所では、可能な限り、熱効率が向上する供給パターンを
採用しました。
・バランシンググループとして、排出係数の良い発電者・事業者からの調達に努めました。

0.00%

0.00%

0再生可能エネルギー

00（ＦＩＴ電気）

利用率
（％）

100.00%

0.36



第２号様式　その３

５　その他地球温暖化の対策に関する事項の進捗状況

（１）　未利用エネルギー等を利用した発電による電気の供給に係る措置の進捗状況

（未利用エネルギー等の具体的な利用促進対策の取組実績、開発の実績等）

（２）　火力発電所における熱効率の向上に係る措置の進捗状況

（３）　都内の電気需要者への地球温暖化の対策の働きかけに係る措置の進捗状況

（４）　その他の地球温暖化対策に係る措置の進捗状況

・バランシンググループとして、現状、自社･子会社にて発電設備を保有しておりません。
・バランシンググループとして、契約している発電所で、こちらの要望で供給パターンが指定できる発電所では、可能
な限り熱効率が向上する供給パターンを採用するよう努めました。

・お客さまの省エネ意識に貢献できるよう、インターネット上の会員制サービスにおいて電力使用量等のデータの見え
る化を推進しております。
・お客さまに省エネに資する情報提供を心がけるとともに、省エネ意識の向上、節電の呼びかけを行っております。

・社内全体で、夏場のエアコン設定温度上げ、不要時の室内照明消灯など、省エネ意識の醸成に取組んでおりま
す。
・社有車の入替検討について、燃費の悪い車の優先度を高めに設定するよう取り計らいました。
・弊社基幹事業である都市ガス事業にて、天然ガスの普及拡大をはかっております。

0 0.00% 0 0.00%

・バランシンググループとして、現時点では、自社等施設において未利用エネルギー等による発電はありません。

前々年度の実績 前年度の実績

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

利用量
(千kWh)

利用率
（％）



第２号様式　その１

1　特定エネルギー供給事業者の概要

（１）　特定エネルギー供給事業者の氏名等

（２）　事業の概要

特別高圧 高圧 低圧（電力） 低圧（電灯）

（３）　担当部署

電  話  番  号

ファクシミリ番号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

電  話  番  号

ファクシミリ番号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

公 表 の
担当部署

名称 総務部

連絡先

03-6214-0902

03-6214-0914

　発電事業の有無

エネルギー状況報告書

特定エネルギー供給事業者の氏名
（法人にあっては名称及び代表者の氏
名）

　　ダイヤモンドパワー株式会社
　　代表取締役社長　小池　宜弘

特定エネルギー供給事業者の住所
（法人にあっては主たる事務所の所在
地）

  　〒103-0022
  　東京都中央区日本橋室町4-5-1 (さくら室町ビル11F)

　都内供給区分

　事業の概要
　（発電事業がある場合は、発電
　事業の概要も記載すること。）

・小売電気事業
　弊社は、卸電力供給者、卸電力取引所等からの電力及び工場の余剰電力等を
購入し、  オフィスビル、大規模店舗等の電力自由化対象の需要家への電力小売
事業及び電気事業者への電力卸売事業を行っています。

報告書の
担当部署

名称 技術部

連絡先

03-6214-0911

03-6214-0915

有 無



第２号様式　その２

（４） エネルギー状況報告書の公表方法

～

２　特定エネルギーの供給に伴い排出された温室効果ガスの量

(単位　千ｔ-CO2)

３　特定エネルギーの供給に伴い排出された温室効果ガスの量（１ｋＷｈ当たり）及びその抑制に係る措置の進捗状況

(単位　kg-CO2/kWh) (単位　％)

（排出係数の削減目標達成に向けた具体的な対策の取組実績及びその効果）

４　再生可能エネルギーの供給の量の割合及びその拡大に係る措置の進捗状況

　再生可能エネルギーを利用した発電による電気の供給の利用量の割合

（再生可能エネルギーの具体的な利用促進対策の取組実績、開発の実績等）

利用率
（％）

100.00%

372.40

（火力発電のCO2排出係数） 0.597

調整後CO2排出係数 0.680

全電源のCO2排出係数 0.615

・弊社と契約している発電所では、可能な限り、熱効率が向上する供給パターンを採用しました。
・排出係数の良い発電者・事業者からの調達に努めました。

2019  年  08  月  01  日  公表期間

その他

東京都中央区日本橋室町4-5-1

ダイヤモンドパワー㈱ 受付

入手方法：

アドレス：ホームページで公表

2020  年  07  月  31  日  

窓口での閲覧

公表方法 9:30～17:00

閲覧場所：

閲覧可能時間：

5.48%

所在地：

0.575

0.584

0.511

前年度

266.86

把握率

前々年度の実績 前年度の実績

115,859 19.14%

0.71%

28,605再生可能エネルギー

3,72234,673（ＦＩＴ電気）

冊子（環境報告書等） 冊子名：

項目 前々年度

前年度

・現時点では、自社等発電所において、再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰによる発電はありません。
・再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰによる発電所からの余剰電力利用(購入)、FIT電気の購入の推進に努めました。

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

利用量
(千kWh)

項目

項目 前々年度

5.73%

　排出量



第２号様式　その３

５　その他地球温暖化の対策に関する事項の進捗状況

（１）　未利用エネルギー等を利用した発電による電気の供給に係る措置の進捗状況

（未利用エネルギー等の具体的な利用促進対策の取組実績、開発の実績等）

（２）　火力発電所における熱効率の向上に係る措置の進捗状況

（３）　都内の電気需要者への地球温暖化の対策の働きかけに係る措置の進捗状況

（４）　その他の地球温暖化対策に係る措置の進捗状況

・省エネ意識の向上、需要家に対して節電の呼びかけを行っています。
・お客様の省エネ意識に貢献できるようにホームページ等で電力使用量等のデータの提供を開始しました。

・本社での対策として、夏場のエアコン設定温度上げなど、節電に努めました。
・会社としては、自動車を保有せず、温室効果ガスの削減に努めました。
・オフィス内のPCについて、パワーセーブを励行しました。
・室内照明について、不要時は消灯するよう努めました。

1,424 0.24% 352 0.07%

清掃工場からの余剰電力の調達に努めました。

・現状、自社･子会社にて発電設備を保有しておりません。
・弊社と契約している発電所で、弊社の要望で供給パターンが指定できる発電所では可能な限り、熱効率が向上する
供給パターンを採用するよう努めました。

前々年度の実績 前年度の実績

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

利用量
(千kWh)

利用率
（％）



第２号様式　その１

1　特定エネルギー供給事業者の概要

（１）　特定エネルギー供給事業者の氏名等

（２）　事業の概要

特別高圧 高圧 低圧（電力） 低圧（電灯）

（３）　担当部署

電  話  番  号

ファクシミリ番号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

電  話  番  号

ファクシミリ番号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

　都内供給区分

　事業の概要
　（発電事業がある場合は、発電
　事業の概要も記載すること。）

１.電力小売事業（高圧27MW)
（供給エリア：東北電力、東京電力パワーグリッド、中部電力、関西電力、中国電
力、九州電力管内）

２.省エネを推進するESCO事業・省エネを実現するエネルギー管理事業

３.環境調和、環境保持のための事業・環境商品の開発

４.建築設備の企画・設計・施工

５.風力発電事業（9MW)・太陽光発電事業(154.12MW)
（東京都内に発電所はない）

６.その他定款に定める事業

報告書の
担当部署

名称 省エネルギー事業部　電力小売グループ

連絡先

06-4703-3208

06-4703-3209

pps@ms.dgn.ne.jp

　発電事業の有無

エネルギー状況報告書

特定エネルギー供給事業者の氏名
（法人にあっては名称及び代表者の氏
名）

大和エネルギー株式会社　　代表取締役　　濱　　隆

特定エネルギー供給事業者の住所
（法人にあっては主たる事務所の所在
地）

大阪市阿倍野区阿倍野筋1-1-43
あべのハルカス33F

公 表 の
担当部署

名称 省エネルギー事業部　電力小売グループ

連絡先

06-4703-3208

06-4703-3209

pps@ms.dgn.ne.jp

有 無



第２号様式　その２

（４） エネルギー状況報告書の公表方法

～

２　特定エネルギーの供給に伴い排出された温室効果ガスの量

(単位　千ｔ-CO2)

３　特定エネルギーの供給に伴い排出された温室効果ガスの量（１ｋＷｈ当たり）及びその抑制に係る措置の進捗状況

(単位　kg-CO2/kWh) (単位　％)

（排出係数の削減目標達成に向けた具体的な対策の取組実績及びその効果）

４　再生可能エネルギーの供給の量の割合及びその拡大に係る措置の進捗状況

　再生可能エネルギーを利用した発電による電気の供給の利用量の割合

（再生可能エネルギーの具体的な利用促進対策の取組実績、開発の実績等）

冊子（環境報告書等） 冊子名：

項目 前々年度

前年度

・東京都内への供給電力は、自社発電の電源ではない。
・東京都内で自社発電所は所有していない。
・他社からの調達電源に際し、太陽光、風力、水力、バイオガス、バイオマス発電等、再生可能エネル
ギー電源及び二酸化炭素排出量の少ない電源を優先的に調達するように努める。

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

利用量
(千kWh)

項目

項目 前々年度

0.00%

　排出量

0 0.00%

0.00%

0再生可能エネルギー

00（ＦＩＴ電気）

閲覧場所：

閲覧可能時間：

0.00%

所在地：

-

0.415

0.461

前年度

0.69

把握率

前々年度の実績 前年度の実績

2019  年  09  月  01  日  公表期間

その他

大阪市阿倍野区阿倍野筋1-1-43

本社受付

入手方法：

アドレス：ホームページで公表

2020  年  07  月  31  日  

窓口での閲覧

公表方法 平日9:00～18:00

利用率
（％）

100.00%

0.28

（火力発電のCO2排出係数） -

調整後CO2排出係数 0.218

全電源のCO2排出係数 0.260

・東京都内への供給電力は、自社発電の電源ではない。
・東京都内で自社発電所は所有していない。
・他社からの調達電源に際し、太陽光、風力、水力、バイオガス、バイオマス発電等、再生可能エネル
ギー電源及び二酸化炭素排出量の少ない電源を優先的に調達するように努める。



第２号様式　その３

５　その他地球温暖化の対策に関する事項の進捗状況

（１）　未利用エネルギー等を利用した発電による電気の供給に係る措置の進捗状況

（未利用エネルギー等の具体的な利用促進対策の取組実績、開発の実績等）

（２）　火力発電所における熱効率の向上に係る措置の進捗状況

（３）　都内の電気需要者への地球温暖化の対策の働きかけに係る措置の進捗状況

（４）　その他の地球温暖化対策に係る措置の進捗状況

前々年度の実績 前年度の実績

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

・法人（事務所や工場等）への省エネ助言・エネルギー管理システムの導入提案を促進し、エネルギー消費状況の把
握・分析・改善等、様々な省エネソリューション提案を行い、需要家の省エネ対策を全面的にサポートする。

・社内におけるクールビス等の実施により、省エネに努める。
・昼休憩時に事務所内の照明消灯などを実施している。

0 0.00% 0 0.00%

・火力発電所は所有していない。

・火力発電所は所有していない。



第２号様式　その１

1　特定エネルギー供給事業者の概要

（１）　特定エネルギー供給事業者の氏名等

（２）　事業の概要

特別高圧 高圧 低圧（電力） 低圧（電灯）

（３）　担当部署

電  話  番  号

ファクシミリ番号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

電  話  番  号

ファクシミリ番号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

公 表 の
担当部署

名称 環境エネルギー事業推進部　PPS需給管理グループ

連絡先

０３－５２１４－２０５３

０３－５２１４－２０５２

daiwa-pps@ml.daiwahouse.jp

　発電事業の有無

エネルギー状況報告書

特定エネルギー供給事業者の氏名
（法人にあっては名称及び代表者の氏
名）

大和ハウス工業株式会社　代表取締役社長　芳井　敬一

特定エネルギー供給事業者の住所
（法人にあっては主たる事務所の所在
地）

大阪府大阪市北区梅田三丁目3 番5号

　都内供給区分

　事業の概要
　（発電事業がある場合は、発電
　事業の概要も記載すること。）

・小売電気事業
弊社は、工場・オフィスビル・倉庫・学校等などの事業所への電力を供給しておりま
す。なお、電力供給エリアについては北海道電力、東北電力、東京電力、中部電
力、北陸電力、関西電力、中国電力、四国電力、九州電力の９エリアとなっておりま
す。

・発電事業
太陽光発電および水力発電をおこなっております。

　
・その他
お客様の省エネルギー対策をサポートするため、省エネの提案を行っています。
クリーンな再生可能エネルギーである太陽光発電所の計画から施工まで一貫した
提案を行ない発電所の建設を行っております。

報告書の
担当部署

名称 環境エネルギー事業推進部　PPS需給管理グループ

連絡先

０３－５２１４－２０５３

０３－５２１４－２０５２

daiwa-pps@ml.daiwahouse.jp

有 無



第２号様式　その２

（４） エネルギー状況報告書の公表方法

～

２　特定エネルギーの供給に伴い排出された温室効果ガスの量

(単位　千ｔ-CO2)

３　特定エネルギーの供給に伴い排出された温室効果ガスの量（１ｋＷｈ当たり）及びその抑制に係る措置の進捗状況

(単位　kg-CO2/kWh) (単位　％)

（排出係数の削減目標達成に向けた具体的な対策の取組実績及びその効果）

４　再生可能エネルギーの供給の量の割合及びその拡大に係る措置の進捗状況

　再生可能エネルギーを利用した発電による電気の供給の利用量の割合

（再生可能エネルギーの具体的な利用促進対策の取組実績、開発の実績等）

利用率
（％）

100.00%

78.03

（火力発電のCO2排出係数） -

調整後CO2排出係数 0.492

全電源のCO2排出係数 0.519

・太陽光および水力で発電した電力を調達することで排出係数の低減を行いました。

2019  年  08  月  01  日  公表期間

その他

入手方法：

アドレス：ホームページで公表

2020  年  07  月  31  日  

http://www.daiwahouse.co.jp/ene/

窓口での閲覧

公表方法

閲覧場所：

閲覧可能時間：

1.01%

所在地：

-

0.472

0.488

前年度

67.44

把握率

前々年度の実績 前年度の実績

1,452 0.97%

1.01%

1,390再生可能エネルギー

1,3901,452（ＦＩＴ電気）

冊子（環境報告書等） 冊子名：

項目 前々年度

前年度

・他社所有の発電所より太陽光発電による電源調達を行っております。
・２０１８年１１月より岐阜県飛騨市にて９７０kW（発電容量）の水力発電を開始致しました。

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

利用量
(千kWh)

項目

項目 前々年度

0.97%

　排出量



第２号様式　その３

５　その他地球温暖化の対策に関する事項の進捗状況

（１）　未利用エネルギー等を利用した発電による電気の供給に係る措置の進捗状況

（未利用エネルギー等の具体的な利用促進対策の取組実績、開発の実績等）

（２）　火力発電所における熱効率の向上に係る措置の進捗状況

（３）　都内の電気需要者への地球温暖化の対策の働きかけに係る措置の進捗状況

（４）　その他の地球温暖化対策に係る措置の進捗状況

・引き続き、お客様の電力使用に関する情報をWeb上にて「見える化」を進め、節電への取り組みを促してまいりま
す。　　　　　　　　　　                                            　　・電力の供給とあわせて、お客者に対し施設の省エネ提案を
行いました。

・１９９８年にＩＳＯ１４００１を取得し環境改善活動に取り組んでおります。
・RE100（再エネ利用率）は、２０１８年３月の加盟以降、発電所の建設を加速し、再エネ率は２０１８年度末で８５％に
なりました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・「エンドレスグリーンプログラム2018」
①２０１８年度は、大和ハウスグループ全体での購入電力量が４６５，０４１Mwhと前年度比２．５％減少し、再生可能エ
ネルギーによる発電量も同１．３５倍となる４０８，８３１MWhへと大幅に増加し、購入電力量に対する再生可能エネル
ギー発電量の割合は８８％となり目標を達成しました。２０１８年度は、新たに３６ヶ所の太陽光発電所と１ヶ所の水力
発電所の稼働を開始、グループ全体で２１７ヶ所、発電容量２９８MWの発電所を稼働させています。
②２０１８年度は、環境エネルギー事業における太陽光発電の導入が大幅に減少し、CO2削減貢献度が前年度比２
０％減となる４１３万t-CO2にとどまり、目標を達成できませんでした。今後は、ZEH・ZEBの販売を拡大するとともに、リ
フォームにおける省エネ工事・太陽光発電システムの設置により、CO2削減貢献量の増加を目指します。

0 0.00% 0 0.00%

・２０１８年度は未利用エネルギーによる発電からの調達はありませんでした。

・火力発電所を所有しておりません。

前々年度の実績 前年度の実績

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

利用量
(千kWh)

利用率
（％）



第２号様式　その１

1　特定エネルギー供給事業者の概要

（１）　特定エネルギー供給事業者の氏名等

（２）　事業の概要

特別高圧 高圧 低圧（電力） 低圧（電灯）

（３）　担当部署

電  話  番  号

ファクシミリ番号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

電  話  番  号

ファクシミリ番号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

　都内供給区分

　事業の概要
　（発電事業がある場合は、発電
　事業の概要も記載すること。）

■小売電気事業
小売電気事業者として、マンション管理組合、オフィスビル、一般家庭などに対して
電力の供給を行っております。

報告書の
担当部署

名称 管理部

連絡先

03-5549-7133

03-5549-7135

dle_customer@dln.jp

　発電事業の有無

エネルギー状況報告書

特定エネルギー供給事業者の氏名
（法人にあっては名称及び代表者の氏
名）

大和ライフエナジア株式会社
代表取締役社長　川村　公一

特定エネルギー供給事業者の住所
（法人にあっては主たる事務所の所在
地）

東京都港区赤坂5-1-33

公 表 の
担当部署

名称 管理部

連絡先

03-5549-7133

03-5549-7135

dle_customer@dln.jp

有 無



第２号様式　その２

（４） エネルギー状況報告書の公表方法

～

２　特定エネルギーの供給に伴い排出された温室効果ガスの量

(単位　千ｔ-CO2)

３　特定エネルギーの供給に伴い排出された温室効果ガスの量（１ｋＷｈ当たり）及びその抑制に係る措置の進捗状況

(単位　kg-CO2/kWh) (単位　％)

（排出係数の削減目標達成に向けた具体的な対策の取組実績及びその効果）

４　再生可能エネルギーの供給の量の割合及びその拡大に係る措置の進捗状況

　再生可能エネルギーを利用した発電による電気の供給の利用量の割合

（再生可能エネルギーの具体的な利用促進対策の取組実績、開発の実績等）

冊子（環境報告書等） 冊子名：

項目 前々年度

前年度

再生可能エネルギーの調達検討を進めて参りましたが、現時点で実績はございません。今後も引き続き
検討を進めて参ります。

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

利用量
(千kWh)

項目

項目 前々年度

-

　排出量

- -

0.00%

0再生可能エネルギー

0-（ＦＩＴ電気）

閲覧場所：

閲覧可能時間：

0.00%

所在地：

-

0.770

0.816

前年度

3.24

把握率

前々年度の実績 前年度の実績

2019  年  08  月  01  日  公表期間

担当部署への問合せその他

入手方法：

アドレス：ホームページで公表

2020  年  07  月  31  日  

窓口での閲覧

公表方法

利用率
（％）

100.00%

-

（火力発電のCO2排出係数） -

調整後CO2排出係数 -

全電源のCO2排出係数 -

環境負荷の低い電源のミックスも視野に入れた電源調達の検討を進めて参りましたが、現時点で実績は
ございません。今後も引き続き検討を進めて参ります。



第２号様式　その３

５　その他地球温暖化の対策に関する事項の進捗状況

（１）　未利用エネルギー等を利用した発電による電気の供給に係る措置の進捗状況

（未利用エネルギー等の具体的な利用促進対策の取組実績、開発の実績等）

（２）　火力発電所における熱効率の向上に係る措置の進捗状況

（３）　都内の電気需要者への地球温暖化の対策の働きかけに係る措置の進捗状況

（４）　その他の地球温暖化対策に係る措置の進捗状況

前々年度の実績 前年度の実績

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

ご使用者様の節電意識を高めるため、一般家庭のお客さまに対して会員サイト上で使用電力量を確認できるサービ
スを提供しております。

クールビズ、ウォームビズの励行等、社内における節電施策を実施しております。

- - 0 0.00%

発電設備その他の未利用エネルギーを発生させる設備を所有しないため、未利用エネルギーの他事業者からの調
達検討を進めて参りましたが、現時点で実績はございません。今後も引き続き検討を進めて参ります。

火力発電所は自社所有しておりません。



第２号様式　その１

1　特定エネルギー供給事業者の概要

（１）　特定エネルギー供給事業者の氏名等

（２）　事業の概要

特別高圧 高圧 低圧（電力） 低圧（電灯）

（３）　担当部署

電  話  番  号

ファクシミリ番号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

電  話  番  号

ファクシミリ番号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

　都内供給区分

　事業の概要
　（発電事業がある場合は、発電
　事業の概要も記載すること。）

【小売電気事業】
ごみ焼却発電施設等から発生する電気を調達し、電気需要家に対する電気の小
売を行っております。

報告書の
担当部署

名称 事業推進部

連絡先

06-6487-4870

06-6483-2794

t-energy@takuma.co.jp

　発電事業の有無

エネルギー状況報告書

特定エネルギー供給事業者の氏名
（法人にあっては名称及び代表者の氏
名）

株式会社タクマエナジー　代表取締役社長　樫本茂樹

特定エネルギー供給事業者の住所
（法人にあっては主たる事務所の所在
地）

兵庫県尼崎市金楽寺町二丁目2番33号

公 表 の
担当部署

名称 事業推進部

連絡先

06-6487-4870

06-6483-2794

t-energy@takuma.co.jp

有 無



第２号様式　その２

（４） エネルギー状況報告書の公表方法

～

２　特定エネルギーの供給に伴い排出された温室効果ガスの量

(単位　千ｔ-CO2)

３　特定エネルギーの供給に伴い排出された温室効果ガスの量（１ｋＷｈ当たり）及びその抑制に係る措置の進捗状況

(単位　kg-CO2/kWh) (単位　％)

（排出係数の削減目標達成に向けた具体的な対策の取組実績及びその効果）

４　再生可能エネルギーの供給の量の割合及びその拡大に係る措置の進捗状況

　再生可能エネルギーを利用した発電による電気の供給の利用量の割合

（再生可能エネルギーの具体的な利用促進対策の取組実績、開発の実績等）

冊子（環境報告書等） 冊子名： エネルギー状況報告書

項目 前々年度

前年度

ごみ焼却発電施設から得られるバイオマス由来の電気を積極的に供給することで、再生可能エネルギー
の普及に努めます。

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

利用量
(千kWh)

項目

項目 前々年度

49.16%

　排出量

46 53.36%

32.92%

29再生可能エネルギー

2743（ＦＩＴ電気）

閲覧場所：

閲覧可能時間：

35.18%

所在地：

0.000

0.425

0.116

前年度

0.01

把握率

前々年度の実績 前年度の実績

2019  年  08  月  01  日  公表期間

その他

窓口問合せ入手方法：

アドレス：ホームページで公表

2020  年  07  月  31  日  

窓口での閲覧

公表方法

利用率
（％）

98.86%

0.01

（火力発電のCO2排出係数） 0.000

調整後CO2排出係数 0.267

全電源のCO2排出係数 0.060

ごみ焼却発電施設から発生する電力を調達し、供給することで、温室効果ガスの排出量を抑制してまいり
ます。
需要バランシンググループの融通受電のため把握率が100%未満となっております。



第２号様式　その３

５　その他地球温暖化の対策に関する事項の進捗状況

（１）　未利用エネルギー等を利用した発電による電気の供給に係る措置の進捗状況

（未利用エネルギー等の具体的な利用促進対策の取組実績、開発の実績等）

（２）　火力発電所における熱効率の向上に係る措置の進捗状況

（３）　都内の電気需要者への地球温暖化の対策の働きかけに係る措置の進捗状況

（４）　その他の地球温暖化対策に係る措置の進捗状況

前々年度の実績 前年度の実績

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

温室効果ガスの排出係数の低い電力を調達・供給していることを電気需要者へ説明し、ごみ焼却発電施設で作られ
る電気の利用普及に努めております。

社内におけるクールビズの奨励、空調温度の適正化など省エネルギー対策を実施しております。

32 36.58% 25 30.41%

ごみ焼却発電施設から電気を調達することで、未利用エネルギー等由来の電気の供給拡大を図っていきます。

弊社は火力発電を所有していません。



第２号様式　その１

1　特定エネルギー供給事業者の概要

（１）　特定エネルギー供給事業者の氏名等

（２）　事業の概要

特別高圧 高圧 低圧（電力） 低圧（電灯）

（３）　担当部署

電  話  番  号

ファクシミリ番号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

電  話  番  号

ファクシミリ番号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

　都内供給区分

　事業の概要
　（発電事業がある場合は、発電
　事業の概要も記載すること。）

弊社は、親会社である株式会社パスポートの業務スーパーや関連会社（高圧）に
対して、電力供給を実施しております。

報告書の
担当部署

名称 株式会社地域電力　需給管理部

連絡先

03-5797-2588

03-3707-1888

info@r-epco.co.jp

　発電事業の有無

エネルギー状況報告書

特定エネルギー供給事業者の氏名
（法人にあっては名称及び代表者の氏
名）

株式会社地域電力　代表取締役　粟田　省三

特定エネルギー供給事業者の住所
（法人にあっては主たる事務所の所在
地）

東京都世田谷区用賀2-29-24

公 表 の
担当部署

名称 株式会社地域電力　管理部

連絡先

03-5797-2588

03-3707-1888

info@r-epco.co.jp

有 無



第２号様式　その２

（４） エネルギー状況報告書の公表方法

～

２　特定エネルギーの供給に伴い排出された温室効果ガスの量

(単位　千ｔ-CO2)

３　特定エネルギーの供給に伴い排出された温室効果ガスの量（１ｋＷｈ当たり）及びその抑制に係る措置の進捗状況

(単位　kg-CO2/kWh) (単位　％)

（排出係数の削減目標達成に向けた具体的な対策の取組実績及びその効果）

４　再生可能エネルギーの供給の量の割合及びその拡大に係る措置の進捗状況

　再生可能エネルギーを利用した発電による電気の供給の利用量の割合

（再生可能エネルギーの具体的な利用促進対策の取組実績、開発の実績等）

冊子（環境報告書等） 冊子名：

項目 前々年度

前年度

今年度については、親会社が保有する太陽光発電所からの再生可能エネルギー調達を検討していた
が、調達実施まで至りませんでした。引き続き、調達に関しては検討してまいります。

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

利用量
(千kWh)

項目

項目 前々年度

0.00%

　排出量

0 0.00%

0.00%

0再生可能エネルギー

00（ＦＩＴ電気）

閲覧場所：

閲覧可能時間：

0.00%

所在地：

-

0.521

0.508

前年度

1.43

把握率

前々年度の実績 前年度の実績

2019  年  08  月  01  日  公表期間

その他

東京都世田谷区用賀2-29-24

東京営業所３Fオフィス内

入手方法：

アドレス：ホームページで公表

2020  年  07  月  31  日  

窓口での閲覧

公表方法 9:00-17:50

利用率
（％）

100.00%

1.39

（火力発電のCO2排出係数） -

調整後CO2排出係数 0.516

全電源のCO2排出係数 0.525

今年度については、親会社が保有する太陽光発電所からの再生可能エネルギー調達を検討していた
が、調達実施まで至りませんでした。引き続き、調達に関しては検討してまいります。



第２号様式　その３

５　その他地球温暖化の対策に関する事項の進捗状況

（１）　未利用エネルギー等を利用した発電による電気の供給に係る措置の進捗状況

（未利用エネルギー等の具体的な利用促進対策の取組実績、開発の実績等）

（２）　火力発電所における熱効率の向上に係る措置の進捗状況

（３）　都内の電気需要者への地球温暖化の対策の働きかけに係る措置の進捗状況

（４）　その他の地球温暖化対策に係る措置の進捗状況

前々年度の実績 前年度の実績

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

負荷率平準化を促進するため、夜間電力等の料金メニュー作成を検討しております。

・請求書等の書類の電子化を検討中。
・弊社の業務内における紙利用の改善を通して、ごみ排出量削減を検討中。

0 0.00% 0 0.00%

現在、弊社では未利用エネルギー等を利用した発電による電気の供給について検討しておりません。

現在、弊社では火力発電所の検討はしておりません。



第２号様式　その１

1　特定エネルギー供給事業者の概要

（１）　特定エネルギー供給事業者の氏名等

（２）　事業の概要

特別高圧 高圧 低圧（電力） 低圧（電灯）

（３）　担当部署

電  話  番  号

ファクシミリ番号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

電  話  番  号

ファクシミリ番号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

公 表 の
担当部署

名称 同上

連絡先

同上

同上

　発電事業の有無

エネルギー状況報告書

特定エネルギー供給事業者の氏名
（法人にあっては名称及び代表者の氏
名）

株式会社地球クラブ
代表取締役社長　尾辻　雅昭

特定エネルギー供給事業者の住所
（法人にあっては主たる事務所の所在
地）

東京都渋谷区渋谷三丁目29番8号

　都内供給区分

　事業の概要
　（発電事業がある場合は、発電
　事業の概要も記載すること。）

■小売電気事業
　弊社は、2015年4月より、生協関連施設（店舗・宅配センター等）及び親会社の事
務所に対して電力小売事業を展開しています。また、原子力発電に頼らないエネ
ルギー政策の実施と持続可能な社会をめざし、再生可能エネルギーの発電と利用
を一体的に推進しています。

■発電事業
　日本生活協同組連合会（親会社）の全国7箇所の物流センターの屋根に太陽光
発電設備を設置し発電しています。

報告書の
担当部署

名称 事業部

連絡先

03-5778-8868

03-5778-8008

有 無



第２号様式　その２

（４） エネルギー状況報告書の公表方法

～

２　特定エネルギーの供給に伴い排出された温室効果ガスの量

(単位　千ｔ-CO2)

３　特定エネルギーの供給に伴い排出された温室効果ガスの量（１ｋＷｈ当たり）及びその抑制に係る措置の進捗状況

(単位　kg-CO2/kWh) (単位　％)

（排出係数の削減目標達成に向けた具体的な対策の取組実績及びその効果）

４　再生可能エネルギーの供給の量の割合及びその拡大に係る措置の進捗状況

　再生可能エネルギーを利用した発電による電気の供給の利用量の割合

（再生可能エネルギーの具体的な利用促進対策の取組実績、開発の実績等）

利用率
（％）

100.00%

11.88

（火力発電のCO2排出係数） 0.000

調整後CO2排出係数 0.521

全電源のCO2排出係数 0.243

・再生可能エネルギー電源を積極的に調達し、全体に占める割合を高めていきます。

2019  年  08  月  01  日  公表期間

担当部署へ問合せその他

入手方法：

アドレス：ホームページで公表

2020  年  07  月  31  日  

窓口での閲覧

公表方法

閲覧場所：

閲覧可能時間：

43.19%

所在地：

0.000

0.478

0.252

前年度

13.93

把握率

前々年度の実績 前年度の実績

28,582 58.54%

43.12%

23,879再生可能エネルギー

23,84028,582（ＦＩＴ電気）

冊子（環境報告書等） 冊子名：

項目 前々年度

前年度

・親会社である日本生活協同組合連合会が出資参画する岩手県野田村のバイオマス発電所（平成28年7
月稼働）より電気の一部を調達しています。

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

利用量
(千kWh)

項目

項目 前々年度

58.54%

　排出量



第２号様式　その３

５　その他地球温暖化の対策に関する事項の進捗状況

（１）　未利用エネルギー等を利用した発電による電気の供給に係る措置の進捗状況

（未利用エネルギー等の具体的な利用促進対策の取組実績、開発の実績等）

（２）　火力発電所における熱効率の向上に係る措置の進捗状況

（３）　都内の電気需要者への地球温暖化の対策の働きかけに係る措置の進捗状況

（４）　その他の地球温暖化対策に係る措置の進捗状況

電源構成やCO2排出係数の情報提供を通して、需要家と一緒に地球温暖化対策の方法を考えます。
弊社HPでの発電所紹介ページやブログ発信を通じて、積極的な情報発信を行っています。

親会社である日本生活協同組合連合会とともに、以下の取り組みを行っています。
・昼休み（12時-13時）の一斉消灯やエレベーターの間欠運転など、節電に努めています。
・夏季（5月1日～9月30日）はクールビズを採用しています。
・オフィスビルの空調は、夏季は28℃を超えない程度に設定、冬季は19℃を下回らない程度に温度設定し、
　省エネを図っています。

0 0.00% 0 0.00%

・現在、未利用エネルギー等による電力調達は計画しておりません。

弊社は火力発電所を所有しておりません。

前々年度の実績 前年度の実績

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

利用量
(千kWh)

利用率
（％）



第２号様式　その１

1　特定エネルギー供給事業者の概要

（１）　特定エネルギー供給事業者の氏名等

（２）　事業の概要

特別高圧 高圧 低圧（電力） 低圧（電灯）

（３）　担当部署

電  話  番  号

ファクシミリ番号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

電  話  番  号

ファクシミリ番号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

公 表 の
担当部署

名称 カスタマーサポート部

連絡先

047-409-4342

047-409-4702

info@cepco.co.jp

　発電事業の有無

エネルギー状況報告書

特定エネルギー供給事業者の氏名
（法人にあっては名称及び代表者の氏
名）

千葉電力株式会社　代表取締役　古川雅純

特定エネルギー供給事業者の住所
（法人にあっては主たる事務所の所在
地）

千葉県八千代市勝田台7-1-23　リバティ勝田台1階

　都内供給区分

　事業の概要
　（発電事業がある場合は、発電
　事業の概要も記載すること。）

＜発電事業の有無＞
無し

＜都内供給区分＞
高圧、低圧（動力）、低圧（電灯）

＜事業の概要＞
・小売電気事業・・・弊社は、工場や学校法人、店舗への電力小売を行っておりま
す。

報告書の
担当部署

名称 カスタマーサポート部

連絡先

047-409-4342

047-409-4702

info@cepco.co.jp

有 無



第２号様式　その２

（４） エネルギー状況報告書の公表方法

～

２　特定エネルギーの供給に伴い排出された温室効果ガスの量

(単位　千ｔ-CO2)

３　特定エネルギーの供給に伴い排出された温室効果ガスの量（１ｋＷｈ当たり）及びその抑制に係る措置の進捗状況

(単位　kg-CO2/kWh) (単位　％)

（排出係数の削減目標達成に向けた具体的な対策の取組実績及びその効果）

４　再生可能エネルギーの供給の量の割合及びその拡大に係る措置の進捗状況

　再生可能エネルギーを利用した発電による電気の供給の利用量の割合

（再生可能エネルギーの具体的な利用促進対策の取組実績、開発の実績等）

利用率
（％）

100.00%

1.07

（火力発電のCO2排出係数） -

調整後CO2排出係数 0.541

全電源のCO2排出係数 0.532

様々な会社と提携し、FIT電源の積極的買取を行っています。

2019  年  08  月  01  日  公表期間

その他

東京都中央区日本橋人形町2-25-15 MS日本橋ビル2F

株式会社フューチャーリレーション

入手方法：

アドレス：ホームページで公表

2020  年  07  月  31  日  

窓口での閲覧

公表方法 10：00～17：30

閲覧場所：

閲覧可能時間：

1.38%

所在地：

-

0.374

0.387

前年度

1.17

把握率

前々年度の実績 前年度の実績

26 1.29%

1.38%

42再生可能エネルギー

4226（ＦＩＴ電気）

冊子（環境報告書等） 冊子名：

項目 前々年度

前年度

様々な会社と提携し、一般家庭からのFIT電源買取を強化しています。

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

利用量
(千kWh)

項目

項目 前々年度

1.29%

　排出量



第２号様式　その３

５　その他地球温暖化の対策に関する事項の進捗状況

（１）　未利用エネルギー等を利用した発電による電気の供給に係る措置の進捗状況

（未利用エネルギー等の具体的な利用促進対策の取組実績、開発の実績等）

（２）　火力発電所における熱効率の向上に係る措置の進捗状況

（３）　都内の電気需要者への地球温暖化の対策の働きかけに係る措置の進捗状況

（４）　その他の地球温暖化対策に係る措置の進捗状況

特にありません。

特にありません。

0 0.00% 0 0.00%

未利用エネルギーの使用は現状考えていない状況です。

自社で火力発電所保有はしていないこともあり、熱効率向上等の措置は実施していません。

前々年度の実績 前年度の実績

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

利用量
(千kWh)

利用率
（％）



第２号様式　その１

1　特定エネルギー供給事業者の概要

（１）　特定エネルギー供給事業者の氏名等

（２）　事業の概要

特別高圧 高圧 低圧（電力） 低圧（電灯）

（３）　担当部署

電  話  番  号

ファクシミリ番号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

電  話  番  号

ファクシミリ番号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

　都内供給区分

　事業の概要
　（発電事業がある場合は、発電
　事業の概要も記載すること。）

・電力小売事業
弊社は、工場や大規模オフィスビル、一般家庭といった需要家などへの小売を目
的とした電力小売事業を実施しています。

報告書の
担当部署

名称 株式会社地方創生テクノロジーラボ

連絡先

０３−６４０３ー９３８２

info@lc-techlab.co.jp

　発電事業の有無

エネルギー状況報告書

特定エネルギー供給事業者の氏名
（法人にあっては名称及び代表者の
氏名）

株式会社地方創生テクノロジーラボ
代表取締役　新井　一真

特定エネルギー供給事業者の住所
（法人にあっては主たる事務所の所在
地）

東京都港区港南2-16-4
品川グランドセントラルタワー８階

公 表 の
担当部署

名称 株式会社地方創生テクノロジーラボ

連絡先

０３−６４０３ー９３８２

info@lc-techlab.co.jp

有 無



第２号様式　その２

（４） エネルギー状況報告書の公表方法

～

２　特定エネルギーの供給に伴い排出された温室効果ガスの量

(単位　千ｔ-CO2)

３　特定エネルギーの供給に伴い排出された温室効果ガスの量（１ｋＷｈ当たり）及びその抑制に係る措置の進捗状況

(単位　kg-CO2/kWh) (単位　％)

（排出係数の削減目標達成に向けた具体的な対策の取組実績及びその効果）

４　再生可能エネルギーの供給の量の割合及びその拡大に係る措置の進捗状況

　再生可能エネルギーを利用した発電による電気の供給の利用量の割合

（再生可能エネルギーの具体的な利用促進対策の取組実績、開発の実績等）

冊子（環境報告書等） 冊子名：

項目 前々年度

前年度

特段の取組はありません。

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

利用量
(千kWh)

項目

項目 前々年度

-

　排出量

- -

0.00%

0再生可能エネルギー

0-（ＦＩＴ電気）

閲覧場所：

閲覧可能時間：

0.00%

所在地：

-

0.555

0.517

前年度

0.00

把握率

前々年度の実績 前年度の実績

2019  年  08  月  01  日  公表期間

その他

東京都品川区大崎３−５−２　エステージ大崎ビル６階

株式会社地方創生テクノロジーラボ　東京オフィス

入手方法：

アドレス：ホームページで公表

2020  年  07  月  31  日  

窓口での閲覧

公表方法 10:00-18:00

利用率
（％）

100.00%

-

（火力発電のCO2排出係数） -

調整後CO2排出係数 -

全電源のCO2排出係数 -

特段の取り組みはありません。



第２号様式　その３

５　その他地球温暖化の対策に関する事項の進捗状況

（１）　未利用エネルギー等を利用した発電による電気の供給に係る措置の進捗状況

（未利用エネルギー等の具体的な利用促進対策の取組実績、開発の実績等）

（２）　火力発電所における熱効率の向上に係る措置の進捗状況

（３）　都内の電気需要者への地球温暖化の対策の働きかけに係る措置の進捗状況

（４）　その他の地球温暖化対策に係る措置の進捗状況

前々年度の実績 前年度の実績

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

特段の取組はありません。

特段の取組はありません。

- - 0 0.00%

特段の取り組みはありません。

火力発電を所有していない。



第２号様式　その１

1　特定エネルギー供給事業者の概要

（１）　特定エネルギー供給事業者の氏名等

（２）　事業の概要

特別高圧 高圧 低圧（電力） 低圧（電灯）

（３）　担当部署

電  話  番  号

ファクシミリ番号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

電  話  番  号

ファクシミリ番号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

公 表 の
担当部署

名称 電力営業部

連絡先

0285-24-5132

0285-24-5086

csg-denryoku@csggas.co.jp

　発電事業の有無

エネルギー状況報告書

特定エネルギー供給事業者の氏名
（法人にあっては名称及び代表者の氏
名）

中央セントラルガス株式会社
代表取締役社長　児玉孝志

特定エネルギー供給事業者の住所
（法人にあっては主たる事務所の所在
地）

東京都中央区日本橋2丁目3番4号

　都内供給区分

　事業の概要
　（発電事業がある場合は、発電
　事業の概要も記載すること。）

・小売電気事業者
　　東京エリアにて主に家庭用向けに低圧電力小売り事業を行っております。

報告書の
担当部署

名称 電力営業部

連絡先

0285-24-5132

0285-24-5086

csg-denryoku@csggas.co.jp

有 無



第２号様式　その２

（４） エネルギー状況報告書の公表方法

～

２　特定エネルギーの供給に伴い排出された温室効果ガスの量

(単位　千ｔ-CO2)

３　特定エネルギーの供給に伴い排出された温室効果ガスの量（１ｋＷｈ当たり）及びその抑制に係る措置の進捗状況

(単位　kg-CO2/kWh) (単位　％)

（排出係数の削減目標達成に向けた具体的な対策の取組実績及びその効果）

４　再生可能エネルギーの供給の量の割合及びその拡大に係る措置の進捗状況

　再生可能エネルギーを利用した発電による電気の供給の利用量の割合

（再生可能エネルギーの具体的な利用促進対策の取組実績、開発の実績等）

利用率
（％）

100.00%

0.16

（火力発電のCO2排出係数） -

調整後CO2排出係数 0.255

全電源のCO2排出係数 0.297

高効率ＬＮＧ火力発電所からの調達による削減。

2019  年  08  月  01  日  公表期間

その他

入手方法：

アドレス：ホームページで公表

2020  年  07  月  31  日  

https://www.csggas.co.jp/enviroment/index.html

窓口での閲覧

公表方法

閲覧場所：

閲覧可能時間：

0.00%

所在地：

-

0.305

0.351

前年度

0.23

把握率

前々年度の実績 前年度の実績

0 0.00%

0.00%

0再生可能エネルギー

00（ＦＩＴ電気）

冊子（環境報告書等） 冊子名：

項目 前々年度

前年度

再生可能エネルギーの利用促進に関する取組は行っておりません。

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

利用量
(千kWh)

項目

項目 前々年度

0.00%

　排出量



第２号様式　その３

５　その他地球温暖化の対策に関する事項の進捗状況

（１）　未利用エネルギー等を利用した発電による電気の供給に係る措置の進捗状況

（未利用エネルギー等の具体的な利用促進対策の取組実績、開発の実績等）

（２）　火力発電所における熱効率の向上に係る措置の進捗状況

（３）　都内の電気需要者への地球温暖化の対策の働きかけに係る措置の進捗状況

（４）　その他の地球温暖化対策に係る措置の進捗状況

需要家自らが使用電力量を確認できるWEBポータルシステムを導入しており、需要家に対して、同システムの積極的
な活用を通じた、省エネへの関心と取り組みを働きかけます。

・地域エコ活動への参加。
・高効率給湯器・ガスコンロ等の環境にやさしい省エネ商品の普及活動。

0 0.00% 0 0.00%

未利用エネルギー等を利用した電源の利用計画は現在の所ございません。

弊社は火力発電所を所有しておりません。

前々年度の実績 前年度の実績

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

利用量
(千kWh)

利用率
（％）



第２号様式　その１

1　特定エネルギー供給事業者の概要

（１）　特定エネルギー供給事業者の氏名等

（２）　事業の概要

特別高圧 高圧 低圧（電力） 低圧（電灯）

（３）　担当部署

電  話  番  号

ファクシミリ番号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

電  話  番  号

ファクシミリ番号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

　都内供給区分

　事業の概要
　（発電事業がある場合は、発電
　事業の概要も記載すること。）

・電力小売事業
工場・オフィスビルといった大口需要家、低圧の小口需要家に対する電力小売を
行います。

報告書の
担当部署

名称 営業企画部

連絡先

03-6277-8430

03-6277-8437

chuo_pps@denryoku.co.jp

　発電事業の有無

エネルギー状況報告書

特定エネルギー供給事業者の氏名
（法人にあっては名称及び代表者の氏
名）

中央電力株式会社
代表取締役　平野泰敏

特定エネルギー供給事業者の住所
（法人にあっては主たる事務所の所在
地）

大阪府大阪市中央区北浜1-8-16 大阪証券取引所ビル23階

公 表 の
担当部署

名称 営業企画部

連絡先

03-6277-8430

03-6277-8437

chuo_pps@denryoku.co.jp

有 無



第２号様式　その２

（４） エネルギー状況報告書の公表方法

～

２　特定エネルギーの供給に伴い排出された温室効果ガスの量

(単位　千ｔ-CO2)

３　特定エネルギーの供給に伴い排出された温室効果ガスの量（１ｋＷｈ当たり）及びその抑制に係る措置の進捗状況

(単位　kg-CO2/kWh) (単位　％)

（排出係数の削減目標達成に向けた具体的な対策の取組実績及びその効果）

４　再生可能エネルギーの供給の量の割合及びその拡大に係る措置の進捗状況

　再生可能エネルギーを利用した発電による電気の供給の利用量の割合

（再生可能エネルギーの具体的な利用促進対策の取組実績、開発の実績等）

冊子（環境報告書等） 冊子名：

項目 前々年度

前年度

グループ会社による地熱発電などの再生可能エネルギーの供給に加え、
太陽光・風力発電から供給を受けている電気の使用。

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

利用量
(千kWh)

項目

項目 前々年度

0.00%

　排出量

0 0.00%

0.00%

0再生可能エネルギー

00（ＦＩＴ電気）

閲覧場所：

閲覧可能時間：

0.00%

所在地：

-

0.478

0.481

前年度

5.51

把握率

前々年度の実績 前年度の実績

2019  年  08  月  01  日  公表期間

担当部署への問い合わせその他

入手方法：

アドレス：ホームページで公表

2020  年  07  月  31  日  

窓口での閲覧

公表方法

利用率
（％）

100.00%

2.13

（火力発電のCO2排出係数） -

調整後CO2排出係数 0.537

全電源のCO2排出係数 0.541

地球温暖化に対する取組として以下の2点を推進します。
・再生可能エネルギーを起源とする発電所からの調達
・グループ会社による再生可能エネルギーの開発



第２号様式　その３

５　その他地球温暖化の対策に関する事項の進捗状況

（１）　未利用エネルギー等を利用した発電による電気の供給に係る措置の進捗状況

（未利用エネルギー等の具体的な利用促進対策の取組実績、開発の実績等）

（２）　火力発電所における熱効率の向上に係る措置の進捗状況

（３）　都内の電気需要者への地球温暖化の対策の働きかけに係る措置の進捗状況

（４）　その他の地球温暖化対策に係る措置の進捗状況

前々年度の実績 前年度の実績

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

・スマートマンション(MEMS)の推進
グループ会社により、マンションの需要家に対し、30分毎の電気使用量の「見える化」等のサービスを提供すること
で、各家庭の電気使用量の削減を図ります。導入しているマンションの棟数は増加し続けています。

・昼休憩、並びに19時以降のオフィスの電気を消灯し、自社の電気の使用量を低減。
・オフィスカジュアルの実施。
・営業活動での自動車の使用を避け、公共交通機関の利用を実行している。
・社内システム導入により、紙媒体での帳票を無くすなど、紙の節約による森林資源の保護を実施。
上記4点について、達成しています。

0 0.00% 0 0.00%

前年度の実績はありません。

・自社で火力発電所を保有しておりません。



第２号様式　その１

1　特定エネルギー供給事業者の概要

（１）　特定エネルギー供給事業者の氏名等

（２）　事業の概要

特別高圧 高圧 低圧（電力） 低圧（電灯）

（３）　担当部署

電  話  番  号

ファクシミリ番号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

電  話  番  号

ファクシミリ番号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

　都内供給区分

　事業の概要
　（発電事業がある場合は、発電
　事業の概要も記載すること。）

・電力小売事業
工場・オフィスビルといった大口需要家、低圧の小口需要家に対する電力小売を
行います。

報告書の
担当部署

名称

連絡先

03-6277-8413

energy_gyomu@denryoku.co.jp

03-6277-8437

電力事業部

　発電事業の有無

エネルギー状況報告書

特定エネルギー供給事業者の氏名
（法人にあっては名称及び代表者の氏
名）

中央電力エナジー株式会社
代表取締役　北川竜太

特定エネルギー供給事業者の住所
（法人にあっては主たる事務所の所在
地）

東京都港区赤坂1-9-13　三会堂ビル6階

公 表 の
担当部署

名称

連絡先

energy_gyomu@denryoku.co.jp

03-6277-8437

03-6277-8413

電力事業部

有 無



第２号様式　その２

（４） エネルギー状況報告書の公表方法

～

２　特定エネルギーの供給に伴い排出された温室効果ガスの量

(単位　千ｔ-CO2)

３　特定エネルギーの供給に伴い排出された温室効果ガスの量（１ｋＷｈ当たり）及びその抑制に係る措置の進捗状況

(単位　kg-CO2/kWh) (単位　％)

（排出係数の削減目標達成に向けた具体的な対策の取組実績及びその効果）

４　再生可能エネルギーの供給の量の割合及びその拡大に係る措置の進捗状況

　再生可能エネルギーを利用した発電による電気の供給の利用量の割合

（再生可能エネルギーの具体的な利用促進対策の取組実績、開発の実績等）

冊子（環境報告書等） 冊子名：

項目 前々年度

前年度

グループ会社による地熱発電などの再生可能エネルギーの供給に加え、
太陽光・風力発電から供給を受けている電気の使用。

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

利用量
(千kWh)

項目

項目 前々年度

0.85%

　排出量

1,192 0.85%

0.82%

1,084再生可能エネルギー

1,0841,192（ＦＩＴ電気）

閲覧場所：

閲覧可能時間：

0.82%

所在地：

-

0.509

0.516

前年度

68.27

把握率

前々年度の実績 前年度の実績

2019  年  08  月  01  日  公表期間

担当部署への問い合わせその他

入手方法：

アドレス：ホームページで公表

2020  年  07  月  31  日  

窓口での閲覧

公表方法

利用率
（％）

100.00%

74.23

（火力発電のCO2排出係数） -

調整後CO2排出係数 0.513

全電源のCO2排出係数 0.527

地球温暖化に対する取組として以下の2点を推進します。
・再生可能エネルギーを起源とする発電所からの調達
・グループ会社による再生可能エネルギーの開発



第２号様式　その３

５　その他地球温暖化の対策に関する事項の進捗状況

（１）　未利用エネルギー等を利用した発電による電気の供給に係る措置の進捗状況

（未利用エネルギー等の具体的な利用促進対策の取組実績、開発の実績等）

（２）　火力発電所における熱効率の向上に係る措置の進捗状況

（３）　都内の電気需要者への地球温暖化の対策の働きかけに係る措置の進捗状況

（４）　その他の地球温暖化対策に係る措置の進捗状況

前々年度の実績 前年度の実績

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

・スマートマンション(MEMS)の推進
マンションの需要家に対し、30分毎の電気使用量の「見える化」等のサービスを提供することで、各家庭の電気使用
量の削減を図ります。導入しているマンションの棟数は増加し続けています。

・昼休憩、並びに19時以降のオフィスの電気を消灯し、自社の電気の使用量を低減。
・スーパークールビズの実施。
・営業活動での自動車の使用を避け、公共交通機関の利用を実行している。
・社内システム導入により、紙媒体での帳票を無くすなど、紙の節約による森林資源の保護を実施。
上記4点について、達成しています。

0 0.00% 0 0.00%

前年度の実績はありません。

・自社で火力発電所を保有しておりません。



第２号様式　その１

1　特定エネルギー供給事業者の概要

（１）　特定エネルギー供給事業者の氏名等

（２）　事業の概要

特別高圧 高圧 低圧（電力） 低圧（電灯）

（３）　担当部署

電  話  番  号

ファクシミリ番号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

電  話  番  号

ファクシミリ番号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

公 表 の
担当部署

名称 中国電力株式会社　地域共創本部　環境技術グループ

連絡先

082-243-6712

082-544-2782

　発電事業の有無

エネルギー状況報告書

特定エネルギー供給事業者の氏名
（法人にあっては名称及び代表者の氏
名）

中国電力株式会社　代表取締役　社長執行役員　清水　希茂

特定エネルギー供給事業者の住所
（法人にあっては主たる事務所の所在
地）

広島県広島市中区小町４－３３

　都内供給区分

　事業の概要
　（発電事業がある場合は、発電
　事業の概要も記載すること。）

・サービス区域：（2018年度末）
　　　　　　　　鳥取県，島根県，岡山県，広島県，山口県　他

・発電設備：（2018年度末）
　　・火力           　12カ所   7,802 千kW
　  ・水力          　 97カ所   2,909 千kW
    ・原子力          　1カ所   　820 千kW
    ・新エネルギー等  　2カ所       6 千kW
　　＜合計＞　 　     112カ所  11,538 千kW

報告書の
担当部署

名称 中国電力株式会社　地域共創本部　環境技術グループ

連絡先

082-243-6712

082-544-2782

有 無



第２号様式　その２

（４） エネルギー状況報告書の公表方法

～

２　特定エネルギーの供給に伴い排出された温室効果ガスの量

(単位　千ｔ-CO2)

３　特定エネルギーの供給に伴い排出された温室効果ガスの量（１ｋＷｈ当たり）及びその抑制に係る措置の進捗状況

(単位　kg-CO2/kWh) (単位　％)

（排出係数の削減目標達成に向けた具体的な対策の取組実績及びその効果）

４　再生可能エネルギーの供給の量の割合及びその拡大に係る措置の進捗状況

　再生可能エネルギーを利用した発電による電気の供給の利用量の割合

（再生可能エネルギーの具体的な利用促進対策の取組実績、開発の実績等）

利用率
（％）

100.00%

2.54

（火力発電のCO2排出係数） 0.706

調整後CO2排出係数 0.667

全電源のCO2排出係数 0.659

2018年度は発電電力量に占める新エネルギーの増加や卸電力取引所の取引量の増加等によりCO2排
出係数は昨年度より低下し，0.607kg-CO2/kWhとなりました。なお，火力発電のCO2排出係数は，火力
発電所部分のみを取り出した計算上の値であり，実際には様々な電源を最適に組み合わせた電気をお
客さまへお届けしております。

2019  年  08  月  07  日  公表期間

その他

入手方法：

アドレス：ホームページで公表

2020  年  07  月  31  日  

http://www.energia.co.jp/index.html

窓口での閲覧

公表方法

閲覧場所：

閲覧可能時間：

15.38%

所在地：

0.686

0.625

0.607

前年度

6.48

把握率

前々年度の実績 前年度の実績

672 17.44%

8.91%

1,641再生可能エネルギー

951359（ＦＩＴ電気）

冊子（環境報告書等） 冊子名：

項目 前々年度

前年度

当社では，再生可能エネルギーによる電力を約33億kWh発電しています。また，太陽光，風力などの接続
申込に対し，計画的に対応するなど，再生可能エネルギーの導入拡大に向けた対応に努めています。

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

利用量
(千kWh)

項目

項目 前々年度

9.32%

　排出量



第２号様式　その３

５　その他地球温暖化の対策に関する事項の進捗状況

（１）　未利用エネルギー等を利用した発電による電気の供給に係る措置の進捗状況

（未利用エネルギー等の具体的な利用促進対策の取組実績、開発の実績等）

（２）　火力発電所における熱効率の向上に係る措置の進捗状況

（３）　都内の電気需要者への地球温暖化の対策の働きかけに係る措置の進捗状況

（４）　その他の地球温暖化対策に係る措置の進捗状況

・ホームページ等で省エネ・節電ＰＲを実施しており，最新の省エネ家電に関する情報や省エネ・節電の
　手法・アイデアを紹介しました。

・省エネルギー・省資源・リサイクル活動をグループ全体で展開し，具体的な実践行動項目を示し，
　取り組みを進めています。
・供給安定性・経済性に優れる石炭火力を将来にわたって活用していくため，「高効率化」と
　「クリーン化」に資する技術として，電源開発（株）と共同で設立した大崎クールジェン（株）により
　石炭ガス化燃料電池複合発電（IGFC）を目指した取り組みを実施※しています。
　※本事業は経済産業省補助事業（2012～2015年度）および国立研究開発法人 新エネルギー
　　産業技術総合開発機構（ＮＥＤＯ）助成事業（2016年度～）として実施。

22 0.57% 34 0.32%

当社は，他社から高炉ガスや廃棄物などの未利用エネルギーにより発電した電力を購入しています。

・当社は都内に火力発電所を所有しておりませんが，所有する火力発電所については，適切な保守点検・
　最適な運用等により，熱効率の維持・向上に努めています。

前々年度の実績 前年度の実績

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

利用量
(千kWh)

利用率
（％）



第２号様式　その１

1　特定エネルギー供給事業者の概要

（１）　特定エネルギー供給事業者の氏名等

（２）　事業の概要

特別高圧 高圧 低圧（電力） 低圧（電灯）

（３）　担当部署

電  話  番  号

ファクシミリ番号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

電  話  番  号

ファクシミリ番号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

公 表 の
担当部署

名称 販売カンパニー　事業戦略室　戦略グループ

連絡先

052-740-6931

052-740-6937

　発電事業の有無

エネルギー状況報告書

特定エネルギー供給事業者の氏名
（法人にあっては名称及び代表者の氏
名）

中部電力株式会社
代表取締役社長　社長執行役員　勝野　哲

特定エネルギー供給事業者の住所
（法人にあっては主たる事務所の所在
地）

〒461-8680
愛知県名古屋市東区東新町１番地

　都内供給区分

　事業の概要
　（発電事業がある場合は、発電
　事業の概要も記載すること。）

・電力小売事業
弊社は東京電力エリア内において、自社電源のほか、卸電力取引所などから電力
を調達し、オフィスビルや店舗、一般家庭などへの電力小売りを行っています。

・発電事業
弊社は以下容量の発電設備を有し、発電事業を行っています。
　　水力発電所　　　　 ５４６万ｋＷ
　　原子力発電所　　　３６２万ｋＷ
　　風力発電所　　　 　　　２万ｋＷ
　　太陽光発電所　 　　　 ２万ｋＷ
　　火力発電所　　 ２，４３８万ｋＷ
  （注）火力発電事業は２０１９年４月１日より株式会社ＪＥＲＡに承継されました。
　（注）設備容量は２０１９年３月末時点

・その他
お客さまの省エネルギー対策のサポートとして、省エネ診断や技術提案を行って
おります。

報告書の
担当部署

名称 販売カンパニー　事業戦略室　戦略グループ

連絡先

052-740-6931

052-740-6937

有 無



第２号様式　その２

（４） エネルギー状況報告書の公表方法

～

２　特定エネルギーの供給に伴い排出された温室効果ガスの量

(単位　千ｔ-CO2)

３　特定エネルギーの供給に伴い排出された温室効果ガスの量（１ｋＷｈ当たり）及びその抑制に係る措置の進捗状況

(単位　kg-CO2/kWh) (単位　％)

（排出係数の削減目標達成に向けた具体的な対策の取組実績及びその効果）

４　再生可能エネルギーの供給の量の割合及びその拡大に係る措置の進捗状況

　再生可能エネルギーを利用した発電による電気の供給の利用量の割合

（再生可能エネルギーの具体的な利用促進対策の取組実績、開発の実績等）

利用率
（％）

100.00%

297.20

（火力発電のCO2排出係数） 0.531

調整後CO2排出係数 0.472

全電源のCO2排出係数 0.476

西名古屋火力の総合運転開始、高効率火力発電プラントの優先的な運用などの取り組みにより総合熱効
率は向上しております。（総合熱効率50.11％、前年度比+1.17ポイント）。
グループ一体での再生可能エネルギーの積極的な活用拡大および国の固定価格買取制度などに基づく
再生可能エネルギーの着実な購入を行っております。

2019  年  08  月  01  日  公表期間

メールもしくはＦＡＸにて対応いたします。その他

入手方法：

アドレス：ホームページで公表

2020  年  07  月  31  日  

窓口での閲覧

公表方法

閲覧場所：

閲覧可能時間：

15.24%

所在地：

0.512

0.451

0.457

前年度

344.14

把握率

前々年度の実績 前年度の実績

88,059 14.19%

6.74%

114,816再生可能エネルギー

50,72837,497（ＦＩＴ電気）

冊子（環境報告書等） 冊子名：

項目 前々年度

前年度

グループ一体での再生可能エネルギー積極的な活用拡大および国の固定価格買取制度などに基づく再
生可能エネルギーの着実な購入を行っております。
再生可能エネルギーが連系した系統においても、安定供給に必要な調整力（電源）を確実に確保してお
ります。

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

利用量
(千kWh)

項目

項目 前々年度

6.04%

　排出量



第２号様式　その３

５　その他地球温暖化の対策に関する事項の進捗状況

（１）　未利用エネルギー等を利用した発電による電気の供給に係る措置の進捗状況

（未利用エネルギー等の具体的な利用促進対策の取組実績、開発の実績等）

（２）　火力発電所における熱効率の向上に係る措置の進捗状況

（３）　都内の電気需要者への地球温暖化の対策の働きかけに係る措置の進捗状況

（４）　その他の地球温暖化対策に係る措置の進捗状況

ご家庭向け会員サイト「カテエネ」や、法人・事業者のお客さま向け会員サイト「ビジエネ」などを通じて日ごとの30分
電力量、当月使用量の予測値や省エネ情報等の提供を行っております。

オフィス内での省エネ・節電に努めております。
当社関連会社とも協力し、温室効果ガスの排出量削減に努めております。
太陽光発電の出力予測や蓄電システムによる太陽光発電の大量導入時における系統安定化対策に関する研究を
実施しております。
スマートハウスに関する実証研究等を実施しております。

25 0.00% 129 0.02%

廃棄物等の未利用エネルギーを利用して発電した電力を調達しております。

新名古屋火力7号系列および上越火力のガスタービン取替による性能向上や西名古屋火力の総合運転開始、高効
率火力発電プラントの優先的な運用などにより総合熱効率は50.11％（前年度比＋1.17ポイント）と向上しております。
引き続き、設備取替による性能向上、武豊火力リプレース計画の推進、高効率火力発電プラントの高稼働運転を行う
ことで熱効率の向上に取り組んでまいります。

前々年度の実績 前年度の実績

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

利用量
(千kWh)

利用率
（％）



第２号様式　その１

1　特定エネルギー供給事業者の概要

（１）　特定エネルギー供給事業者の氏名等

（２）　事業の概要

特別高圧 高圧 低圧（電力） 低圧（電灯）

（３）　担当部署

電  話  番  号

ファクシミリ番号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

電  話  番  号

ファクシミリ番号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

　都内供給区分

　事業の概要
　（発電事業がある場合は、発電
　事業の概要も記載すること。）

・小売電気事業
弊社は青森県平川市に本社があり、グループ会社である「株式会社津軽バイオマ
スエナジー」で発電したFIT電気（バイオマス）を地元公共施設等に売電しておりま
す。
東京都内のグループ会社に電気を供給しております。

報告書の
担当部署

名称 株式会社タケエイ　エネルギー事業部

連絡先

03-6361-6820

03-6361-6822

　発電事業の有無

エネルギー状況報告書

特定エネルギー供給事業者の氏名
（法人にあっては名称及び代表者の氏
名）

株式会社津軽あっぷるパワー
代表取締役　森井　敏夫

特定エネルギー供給事業者の住所
（法人にあっては主たる事務所の所在
地）

青森県平川市松崎西田41-10

公 表 の
担当部署

名称 株式会社タケエイ　エネルギー事業部

連絡先

03-6361-6820

03-6361-6822

有 無



第２号様式　その２

（４） エネルギー状況報告書の公表方法

～

２　特定エネルギーの供給に伴い排出された温室効果ガスの量

(単位　千ｔ-CO2)

３　特定エネルギーの供給に伴い排出された温室効果ガスの量（１ｋＷｈ当たり）及びその抑制に係る措置の進捗状況

(単位　kg-CO2/kWh) (単位　％)

（排出係数の削減目標達成に向けた具体的な対策の取組実績及びその効果）

４　再生可能エネルギーの供給の量の割合及びその拡大に係る措置の進捗状況

　再生可能エネルギーを利用した発電による電気の供給の利用量の割合

（再生可能エネルギーの具体的な利用促進対策の取組実績、開発の実績等）

冊子（環境報告書等） 冊子名：

項目 前々年度

前年度

電力の90％以上をバイオマス発電所（FIT）より調達しております。

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

利用量
(千kWh)

項目

項目 前々年度

-

　排出量

- -

94.48%

3再生可能エネルギー

3-（ＦＩＴ電気）

閲覧場所：

閲覧可能時間：

94.48%

所在地：

0.000

0.455

0.028

前年度

0.00

把握率

前々年度の実績 前年度の実績

2019  年  08  月  01  日  公表期間

その他

入手方法：

アドレス：ホームページで公表

2020  年  07  月  31  日  

http://apple-power.co.jp/

窓口での閲覧

公表方法

利用率
（％）

100.00%

-

（火力発電のCO2排出係数） -

調整後CO2排出係数 -

全電源のCO2排出係数 -

バイオマス発電所よりFIT電気を調達し、CO2排出係数の低減に取り組んでいます。



第２号様式　その３

５　その他地球温暖化の対策に関する事項の進捗状況

（１）　未利用エネルギー等を利用した発電による電気の供給に係る措置の進捗状況

（未利用エネルギー等の具体的な利用促進対策の取組実績、開発の実績等）

（２）　火力発電所における熱効率の向上に係る措置の進捗状況

（３）　都内の電気需要者への地球温暖化の対策の働きかけに係る措置の進捗状況

（４）　その他の地球温暖化対策に係る措置の進捗状況

前々年度の実績 前年度の実績

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

お客様に合わせた省エネのご提案等を行っていきます。

クールビズの実施をしております。

- - 0 0.00%

特になし

火力発電所の所有はありません



第２号様式　その１

1　特定エネルギー供給事業者の概要

（１）　特定エネルギー供給事業者の氏名等

（２）　事業の概要

特別高圧 高圧 低圧（電力） 低圧（電灯）

（３）　担当部署

電  話  番  号

ファクシミリ番号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

電  話  番  号

ファクシミリ番号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

公 表 の
担当部署

名称 マーケティング部　特需営業課

連絡先

03-5941-7913

03-5346-7045

techno-denki@home.misawa.co.jp

　発電事業の有無

エネルギー状況報告書

特定エネルギー供給事業者の氏名
（法人にあっては名称及び代表者の氏
名）

テクノエフアンドシー株式会社
代表取締役社長　作尾　徹也

特定エネルギー供給事業者の住所
（法人にあっては主たる事務所の所在
地）

〒168-0072
  東京都杉並区高井戸東二丁目4番5号

　都内供給区分

　事業の概要
　（発電事業がある場合は、発電
　事業の概要も記載すること。）

・電力小売事業
弊社は、工場やオフィスビルといった高圧/特別高圧需要家などへの小売を目的と
した電力小売事業を実施しています。

・省エネルギー推進として、自家消費型　太陽光発電設備、LED照明工事等の提
案を進めております。

報告書の
担当部署

名称 マーケティング部　特需営業課

連絡先

03-5941-7913

03-5346-7045

techno-denki@home.misawa.co.jp

有 無



第２号様式　その２

（４） エネルギー状況報告書の公表方法

～

２　特定エネルギーの供給に伴い排出された温室効果ガスの量

(単位　千ｔ-CO2)

３　特定エネルギーの供給に伴い排出された温室効果ガスの量（１ｋＷｈ当たり）及びその抑制に係る措置の進捗状況

(単位　kg-CO2/kWh) (単位　％)

（排出係数の削減目標達成に向けた具体的な対策の取組実績及びその効果）

４　再生可能エネルギーの供給の量の割合及びその拡大に係る措置の進捗状況

　再生可能エネルギーを利用した発電による電気の供給の利用量の割合

（再生可能エネルギーの具体的な利用促進対策の取組実績、開発の実績等）

利用率
（％）

100.00%

0.03

（火力発電のCO2排出係数） -

調整後CO2排出係数 0.437

全電源のCO2排出係数 0.479

省エネルギー事業においては、電気の小売事業と併せて、自家消費型太陽光発電設備を活用したス
キームを提案することにより、電気を効率的に利用する仕組みを普及させていきたいと考えています。自
家消費スキームは消費電力量を削減することによりＣＯ２排出量の削減に寄与すると考えております。
併せてLED照明の提案も継続的に進めて行く方針です。
東京都の補助金を活用した自家消費型の太陽光発電設備工事を提案／実施致しました。
事業主様へ継続提案を進めて参ります。

2019  年  08  月  01  日  公表期間

　当社HPより問合せ（メール又はTEL）その他

入手方法：

アドレス：ホームページで公表

2020  年  07  月  31  日  

窓口での閲覧

公表方法

閲覧場所：

閲覧可能時間：

0.00%

所在地：

-

0.439

0.485

前年度

0.03

把握率

前々年度の実績 前年度の実績

0 0.00%

0.00%

0再生可能エネルギー

00（ＦＩＴ電気）

冊子（環境報告書等） 冊子名：

項目 前々年度

前年度

現段階で再生可能エネルギーの具体的な利用促進対策の取引実績、開発の実績はございません。
・グリーン電力購入、Jクレジット等の検討を進めて参ります。
・再生可能エネルギーの自社発電設備運営について、検討を進めて参ります（継続検討案件）。

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

利用量
(千kWh)

項目

項目 前々年度

0.00%

　排出量



第２号様式　その３

５　その他地球温暖化の対策に関する事項の進捗状況

（１）　未利用エネルギー等を利用した発電による電気の供給に係る措置の進捗状況

（未利用エネルギー等の具体的な利用促進対策の取組実績、開発の実績等）

（２）　火力発電所における熱効率の向上に係る措置の進捗状況

（３）　都内の電気需要者への地球温暖化の対策の働きかけに係る措置の進捗状況

（４）　その他の地球温暖化対策に係る措置の進捗状況

・補助金を有効活用した自家消費型の太陽光発電設備工事を普及展開致したいと考えております。
・LED照明の継続提案を進めて参ります。

特にございません。

0 0.00% 0 0.00%

未利用エネルギー等は現在利用しておりません。

火力発電設備を保有しておりません。

前々年度の実績 前年度の実績

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

利用量
(千kWh)

利用率
（％）



第２号様式　その１

1　特定エネルギー供給事業者の概要

（１）　特定エネルギー供給事業者の氏名等

（２）　事業の概要

特別高圧 高圧 低圧（電力） 低圧（電灯）

（３）　担当部署

電  話  番  号

ファクシミリ番号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

電  話  番  号

ファクシミリ番号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

　都内供給区分

　事業の概要
　（発電事業がある場合は、発電
　事業の概要も記載すること。）

・小売電気事業
・発電事業（子会社による）
・コージェネレーション、LNGサテライト設備、太陽光発電設備等のエンジニアリン
グ事業

報告書の
担当部署

名称 新電力チーム

連絡先

03-6202-0561

03-6202-0610

tess-pps@tess-eng.co.jp

　発電事業の有無

エネルギー状況報告書

特定エネルギー供給事業者の氏名
（法人にあっては名称及び代表者の氏
名）

テス・エンジニアリング株式会社
代表取締役　高崎　敏宏

特定エネルギー供給事業者の住所
（法人にあっては主たる事務所の所在
地）

大阪市淀川区西中島6丁目1番１号

公 表 の
担当部署

名称 新電力チーム

連絡先

03-6202-0561

03-6202-0610

tess-pps@tess-eng.co.jp

有 無



第２号様式　その２

（４） エネルギー状況報告書の公表方法

～

２　特定エネルギーの供給に伴い排出された温室効果ガスの量

(単位　千ｔ-CO2)

３　特定エネルギーの供給に伴い排出された温室効果ガスの量（１ｋＷｈ当たり）及びその抑制に係る措置の進捗状況

(単位　kg-CO2/kWh) (単位　％)

（排出係数の削減目標達成に向けた具体的な対策の取組実績及びその効果）

４　再生可能エネルギーの供給の量の割合及びその拡大に係る措置の進捗状況

　再生可能エネルギーを利用した発電による電気の供給の利用量の割合

（再生可能エネルギーの具体的な利用促進対策の取組実績、開発の実績等）

冊子（環境報告書等） 冊子名：

項目 前々年度

前年度

再生可能エネルギーによる発電所からの調達。

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

利用量
(千kWh)

項目

項目 前々年度

-

　排出量

- -

51.81%

16再生可能エネルギー

16-（ＦＩＴ電気）

閲覧場所：

閲覧可能時間：

51.81%

所在地：

0.000

0.617

0.228

前年度

0.01

把握率

前々年度の実績 前年度の実績

2019  年  09  月  24  日  公表期間

公表依頼があれば都度開示その他

入手方法：

アドレス：ホームページで公表

2020  年  07  月  31  日  

窓口での閲覧

公表方法

利用率
（％）

98.74%

-

（火力発電のCO2排出係数） -

調整後CO2排出係数 -

全電源のCO2排出係数 -

当社が加盟している電気事業低炭素社会協議会でのフェーズⅡ（2030年度、平成42年度）の措置に準
拠。
排出係数の把握率の数値は、バランシンググループ内の融通電力のため。



第２号様式　その３

５　その他地球温暖化の対策に関する事項の進捗状況

（１）　未利用エネルギー等を利用した発電による電気の供給に係る措置の進捗状況

（未利用エネルギー等の具体的な利用促進対策の取組実績、開発の実績等）

（２）　火力発電所における熱効率の向上に係る措置の進捗状況

（３）　都内の電気需要者への地球温暖化の対策の働きかけに係る措置の進捗状況

（４）　その他の地球温暖化対策に係る措置の進捗状況

前々年度の実績 前年度の実績

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

電気のご使用状況を確認できるWeb閲覧サービスを提供することで、節電を意識したエネルギー管理の一助としてい
る。

需要家様から要請があった場合、省エネ診断の実施を検討。
現時点での実績はなし。

- - 1 2.75%

特になし。

火力発電所を所有していないため該当しません。



第２号様式　その１

1　特定エネルギー供給事業者の概要

（１）　特定エネルギー供給事業者の氏名等

（２）　事業の概要

特別高圧 高圧 低圧（電力） 低圧（電灯）

（３）　担当部署

電  話  番  号

ファクシミリ番号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

電  話  番  号

ファクシミリ番号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

公 表 の
担当部署

名称

連絡先

株式会社パネイル経営企画部

03-6880-9255

pps-dev@panair.jp

　発電事業の有無

エネルギー状況報告書

特定エネルギー供給事業者の氏名
（法人にあっては名称及び代表者の氏
名）

特定エネルギー供給事業者の住所
（法人にあっては主たる事務所の所在
地）

愛知県名古屋市中村区名駅一丁目1番1号　JPタワー名古屋15階

東海電力株式会社　代表取締役　名越達彦

小売電気事業者として、沖縄県を除く全国において電気供給を行っております。

株式会社パネイル経営企画部

03-6880-9255

pps-dev@panair.jp

　都内供給区分

　事業の概要
　（発電事業がある場合は、発電
　事業の概要も記載すること。）

報告書の
担当部署

名称

連絡先

有 無



第２号様式　その２

（４） エネルギー状況報告書の公表方法

～

２　特定エネルギーの供給に伴い排出された温室効果ガスの量

(単位　千ｔ-CO2)

３　特定エネルギーの供給に伴い排出された温室効果ガスの量（１ｋＷｈ当たり）及びその抑制に係る措置の進捗状況

(単位　kg-CO2/kWh) (単位　％)

（排出係数の削減目標達成に向けた具体的な対策の取組実績及びその効果）

４　再生可能エネルギーの供給の量の割合及びその拡大に係る措置の進捗状況

　再生可能エネルギーを利用した発電による電気の供給の利用量の割合

（再生可能エネルギーの具体的な利用促進対策の取組実績、開発の実績等）

利用率
（％）

100.00%

4.60

（火力発電のCO2排出係数） -

調整後CO2排出係数 0.547

全電源のCO2排出係数 0.589

・排出クレジットの活用を含め、排出係数の削減に取り組んでおります。

2019  年  08  月  01  日  公表期間

その他

入手方法：

アドレス：ホームページで公表

2020  年  07  月  31  日  

窓口での閲覧

公表方法

問い合わせがあった際に報告書を提出します。

閲覧場所：

閲覧可能時間：

0.00%

所在地：

-

0.490

0.536

前年度

147.22

把握率

前々年度の実績 前年度の実績

0 0.00%

0.00%

0再生可能エネルギー

00（ＦＩＴ電気）

冊子（環境報告書等） 冊子名：

項目 前々年度

前年度

特になし

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

利用量
(千kWh)

項目

項目 前々年度

0.00%

　排出量



第２号様式　その３

５　その他地球温暖化の対策に関する事項の進捗状況

（１）　未利用エネルギー等を利用した発電による電気の供給に係る措置の進捗状況

（未利用エネルギー等の具体的な利用促進対策の取組実績、開発の実績等）

（２）　火力発電所における熱効率の向上に係る措置の進捗状況

（３）　都内の電気需要者への地球温暖化の対策の働きかけに係る措置の進捗状況

（４）　その他の地球温暖化対策に係る措置の進捗状況

・現状では発電所を保有しておりません。

顧客マイページにて電気の使用量を「見える化」しており、電気使用量の抑制を促進しております。

・無し

0 0.00% 0 0.00%

・無し

前々年度の実績 前年度の実績

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

利用量
(千kWh)

利用率
（％）



第２号様式　その１

1　特定エネルギー供給事業者の概要

（１）　特定エネルギー供給事業者の氏名等

（２）　事業の概要

特別高圧 高圧 低圧（電力） 低圧（電灯）

（３）　担当部署

電  話  番  号

ファクシミリ番号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

電  話  番  号

ファクシミリ番号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

　都内供給区分

　事業の概要
　（発電事業がある場合は、発電
　事業の概要も記載すること。）

・新電力事業
　小売電気事業者としての電力卸・小売供給事業

報告書の
担当部署

名称 東罐商事株式会社　営業二部

連絡先

０３－４５１４－２２０２

０３－５４８８－６４３２

denryoku@tokan-shoji.co.jp

　発電事業の有無

エネルギー状況報告書

特定エネルギー供給事業者の氏名
（法人にあっては名称及び代表者の氏
名）

東罐商事株式会社
代表取締役社長　中 井 孝 次

特定エネルギー供給事業者の住所
（法人にあっては主たる事務所の所在
地）

東京都品川区東五反田２－１８－１
大崎ﾌｫﾚｽﾄﾋﾞﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ

公 表 の
担当部署

名称 東罐商事株式会社　営業二部

連絡先

０３－４５１４－２２０２

０３－５４８８－６４３２

denryoku@tokan-shoji.co.jp

有 無

mailto:denryoku@tokan-shoji.co.jp
mailto:denryoku@tokan-shoji.co.jp
mailto:denryoku@tokan-shoji.co.jp
mailto:denryoku@tokan-shoji.co.jp
mailto:denryoku@tokan-shoji.co.jp
mailto:denryoku@tokan-shoji.co.jp
mailto:denryoku@tokan-shoji.co.jp
mailto:denryoku@tokan-shoji.co.jp
mailto:denryoku@tokan-shoji.co.jp
mailto:denryoku@tokan-shoji.co.jp
mailto:denryoku@tokan-shoji.co.jp
mailto:denryoku@tokan-shoji.co.jp
mailto:denryoku@tokan-shoji.co.jp
mailto:denryoku@tokan-shoji.co.jp
mailto:denryoku@tokan-shoji.co.jp
mailto:denryoku@tokan-shoji.co.jp


第２号様式　その２

（４） エネルギー状況報告書の公表方法

～

２　特定エネルギーの供給に伴い排出された温室効果ガスの量

(単位　千ｔ-CO2)

３　特定エネルギーの供給に伴い排出された温室効果ガスの量（１ｋＷｈ当たり）及びその抑制に係る措置の進捗状況

(単位　kg-CO2/kWh) (単位　％)

（排出係数の削減目標達成に向けた具体的な対策の取組実績及びその効果）

４　再生可能エネルギーの供給の量の割合及びその拡大に係る措置の進捗状況

　再生可能エネルギーを利用した発電による電気の供給の利用量の割合

（再生可能エネルギーの具体的な利用促進対策の取組実績、開発の実績等）

冊子（環境報告書等） 冊子名：

項目 前々年度

前年度

・再生可能エネルギーを利用した他社の発電所（水力発電所・バイオマス発電所等）からの調達を推進。

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

利用量
(千kWh)

項目

項目 前々年度

0.00%

　排出量

0 0.00%

0.00%

0再生可能エネルギー

00（ＦＩＴ電気）

閲覧場所：

閲覧可能時間：

0.00%

所在地：

-

0.450

0.496

前年度

0.44

把握率

前々年度の実績 前年度の実績

2019  年  08  月  01  日  公表期間

担当部署への問合せその他

入手方法：

アドレス：ホームページで公表

2020  年  07  月  31  日  

窓口での閲覧

公表方法

利用率
（％）

100.00%

0.41

（火力発電のCO2排出係数） -

調整後CO2排出係数 0.437

全電源のCO2排出係数 0.479

・再生可能エネルギーを利用した発電所から積極的に調達を行っていくことにより、排出係数の削減を実
現。
・Jクレジットなどの利用により、CO2排出係数の削減の実施。



第２号様式　その３

５　その他地球温暖化の対策に関する事項の進捗状況

（１）　未利用エネルギー等を利用した発電による電気の供給に係る措置の進捗状況

（未利用エネルギー等の具体的な利用促進対策の取組実績、開発の実績等）

（２）　火力発電所における熱効率の向上に係る措置の進捗状況

（３）　都内の電気需要者への地球温暖化の対策の働きかけに係る措置の進捗状況

（４）　その他の地球温暖化対策に係る措置の進捗状況

前々年度の実績 前年度の実績

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

・積極的な省エネ・CO2削減にかかわる情報の提供。

・ピークタイムの社内の冷暖房の設定温度の節制や、クールビズ期間の前倒しでの実施。

0 0.00% 0 0.00%

・未利用エネルギー等による発電所からの電源調達の計画は今のところ計画なし。

・該当なし



第２号様式　その１

1　特定エネルギー供給事業者の概要

（１）　特定エネルギー供給事業者の氏名等

（２）　事業の概要

特別高圧 高圧 低圧（電力） 低圧（電灯）

（３）　担当部署

電  話  番  号

ファクシミリ番号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

電  話  番  号

ファクシミリ番号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

公 表 の
担当部署

名称 電力企画グループ

連絡先

０３－６７５６－８５９０

０３－６７５６－９７６０

t-power@tokyu-ps.jp

　発電事業の有無

エネルギー状況報告書

特定エネルギー供給事業者の氏名
（法人にあっては名称及び代表者の氏
名）

株式会社東急パワーサプライ
代表取締役社長　　村井　健二

特定エネルギー供給事業者の住所
（法人にあっては主たる事務所の所在
地）

東京都世田谷区用賀四丁目１０番１号　世田谷ビジネススクエア　タワー１４階

　都内供給区分

　事業の概要
　（発電事業がある場合は、発電
　事業の概要も記載すること。）

小売電気事業
・弊社は、商業施設・オフィス・学校など特別高圧・高圧受電のお客さまや、住宅な
ど低圧受電のお客さまへの電力を販売しております。

報告書の
担当部署

名称 電力企画グループ

連絡先

０３－６７５６－８５９０

０３－６７５６－９７６０

t-power@tokyu-ps.jp

有 無



第２号様式　その２

（４） エネルギー状況報告書の公表方法

～

２　特定エネルギーの供給に伴い排出された温室効果ガスの量

(単位　千ｔ-CO2)

３　特定エネルギーの供給に伴い排出された温室効果ガスの量（１ｋＷｈ当たり）及びその抑制に係る措置の進捗状況

(単位　kg-CO2/kWh) (単位　％)

（排出係数の削減目標達成に向けた具体的な対策の取組実績及びその効果）

４　再生可能エネルギーの供給の量の割合及びその拡大に係る措置の進捗状況

　再生可能エネルギーを利用した発電による電気の供給の利用量の割合

（再生可能エネルギーの具体的な利用促進対策の取組実績、開発の実績等）

利用率
（％）

100.00%

161.28

（火力発電のCO2排出係数） -

調整後CO2排出係数 0.504

全電源のCO2排出係数 0.541

■調達先の基礎排出係数の改善および調達契約先の変更等により、前々年度に比べてCO2排出係数が
改善しました。

2019  年  08  月  01  日  公表期間

担当部署に問合せその他

入手方法：

アドレス：ホームページで公表

2020  年  07  月  31  日  

窓口での閲覧

公表方法

閲覧場所：

閲覧可能時間：

0.00%

所在地：

-

0.466

0.506

前年度

215.20

把握率

前々年度の実績 前年度の実績

0 0.00%

0.00%

0再生可能エネルギー

00（ＦＩＴ電気）

冊子（環境報告書等） 冊子名：

項目 前々年度

前年度

■卒FIT太陽光などの再生可能エネルギー電源の調達について検討いたしました。

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

利用量
(千kWh)

項目

項目 前々年度

0.00%

　排出量



第２号様式　その３

５　その他地球温暖化の対策に関する事項の進捗状況

（１）　未利用エネルギー等を利用した発電による電気の供給に係る措置の進捗状況

（未利用エネルギー等の具体的な利用促進対策の取組実績、開発の実績等）

（２）　火力発電所における熱効率の向上に係る措置の進捗状況

（３）　都内の電気需要者への地球温暖化の対策の働きかけに係る措置の進捗状況

（４）　その他の地球温暖化対策に係る措置の進捗状況

■ホームページ上のお客さま専用サイト（マイページ）およびスマートフォン向けアプリを通じ、お客さまに電気のご使
用状況を確認いただくことで、省エネや節電に活用いただいております。

■出資元である東北電力株式会社からの再生可能エネルギーの取次ぎにより、東急電鉄 世田谷線の再生可能エネ
ルギー100％運行を実施いたしました。また、運行開始を記念したイベントや車内広告を通じ再生可能エネルギーに
関わる広報活動に取組みました。

■2018年7月2日から8月31日までの約2ヶ月間、電力ピークオフや外出によるクールシェアを促進するイベント「夏の
電気バカンス大作戦2018」を実施いたしました。
・本キャンペーン期間中、東急線沿線の施設をクールシェアスポットとし，昨年に引き続き、お買い物・お食事など複
数のシーンでご利用いただけるクーポン特典や、農業収穫体験・発電所の見学ツアー等の応募抽選で当たる体験型
の特典を用意するなど、キャンペーン期間中のべ29,785世帯が参加、約8.9万ｋＷｈ相当の総節電効果（約52ｔ相当
のＣＯ２削減効果）を実現したと試算しています。

■ペーパーレス会議の実施や会議室・打合せスペース等の不使用時の消灯の徹底等、引き続き地球温暖化対策に
取り組んでまいります。

0 0.00% 0 0.00%

■特にありません。

■当社は自社発電所を保有しておりません。

前々年度の実績 前年度の実績

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

利用量
(千kWh)

利用率
（％）



第２号様式　その１

1　特定エネルギー供給事業者の概要

（１）　特定エネルギー供給事業者の氏名等

（２）　事業の概要

特別高圧 高圧 低圧（電力） 低圧（電灯）

（３）　担当部署

電  話  番  号

ファクシミリ番号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

電  話  番  号

ファクシミリ番号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

公 表 の
担当部署

名称 電力事業部　電力営業課

連絡先

03-5402-5385

03-5402-5387

teco@tokyoecoservice.co.jp

　発電事業の有無

エネルギー状況報告書

特定エネルギー供給事業者の氏名
（法人にあっては名称及び代表者の氏
名）

東京エコサービス株式会社　代表取締役社長　佐藤　良美

特定エネルギー供給事業者の住所
（法人にあっては主たる事務所の所在
地）

東京都港区浜松町一丁目10番17号

　都内供給区分

　事業の概要
　（発電事業がある場合は、発電
　事業の概要も記載すること。）

・小売電気事業
2010年4月より、主に東京23区内の区立小中学校および区立施設へ電力小売事
業を実施しています。
電源は、東京二十三区清掃一部事務組合の運営する清掃工場のごみ発余剰電
力と東京ガス株式会社で発電した電力ならびに日本卸電力取引所(JEPX)から購
入した電力を使用しています。また、一部学校で発電した太陽光発電電力も使用
しております。

・発電事業
出資元の東京二十三区清掃一部事務組合の運営する清掃工場では、全工場で
余剰電力を弊社に売電しております。

・その他
お客様のCO2排出量を把握して頂くため、毎月「電気料金に関するご報告書」、
「CO2排出量に関するご報告書」、「電気使用量のご報告書」にて報告を実施して
おります。
また、需要家窓口所管やお客様に対しての清掃工場見学会を開催し、ごみ発電も
併せて理解して頂く機会を用意しております。

報告書の
担当部署

名称 電力事業部　電力営業課

連絡先

03-5402-5385

03-5402-5387

teco@tokyoecoservice.co.jp

有 無



第２号様式　その２

（４） エネルギー状況報告書の公表方法

～

２　特定エネルギーの供給に伴い排出された温室効果ガスの量

(単位　千ｔ-CO2)

３　特定エネルギーの供給に伴い排出された温室効果ガスの量（１ｋＷｈ当たり）及びその抑制に係る措置の進捗状況

(単位　kg-CO2/kWh) (単位　％)

（排出係数の削減目標達成に向けた具体的な対策の取組実績及びその効果）

４　再生可能エネルギーの供給の量の割合及びその拡大に係る措置の進捗状況

　再生可能エネルギーを利用した発電による電気の供給の利用量の割合

（再生可能エネルギーの具体的な利用促進対策の取組実績、開発の実績等）

利用率
（％）

100.00%

9.83

（火力発電のCO2排出係数） 0.000

調整後CO2排出係数 0.245

全電源のCO2排出係数 0.092

・小売電気事業の電源を東京二十三区清掃一部事務組合が運営する清掃工場余剰電力（実CO2排出
係数０）を主体として、化石燃料を使用する補給電源等（LNG火力発電所電源等）および発電・需要イン
バランス不足を最小にするように需要予測の精度を上げ運用し、環境計画書の実CO2排出係数（0.1）以
下を維持できるよう取り組み目標を設定し、達成いたしました。

2019  年  08  月  01  日  公表期間

その他

入手方法：

アドレス：ホームページで公表

2020  年  07  月  31  日  

http://www.tokyoecoservice.co.jp/

窓口での閲覧

公表方法

閲覧場所：

閲覧可能時間：

37.25%

所在地：

0.000

0.195

0.093

前年度

11.12

把握率

前々年度の実績 前年度の実績

47,642 44.65%

25.85%

44,551再生可能エネルギー

30,91647,642（ＦＩＴ電気）

冊子（環境報告書等） 冊子名：

項目 前々年度

前年度

・電源とする清掃工場の余剰電力をﾍﾞｰｽ電源とする事により、再生可能エネルギーの利用率を上げてい
ます。

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

利用量
(千kWh)

項目

項目 前々年度

44.65%

　排出量



第２号様式　その３

５　その他地球温暖化の対策に関する事項の進捗状況

（１）　未利用エネルギー等を利用した発電による電気の供給に係る措置の進捗状況

（未利用エネルギー等の具体的な利用促進対策の取組実績、開発の実績等）

（２）　火力発電所における熱効率の向上に係る措置の進捗状況

（３）　都内の電気需要者への地球温暖化の対策の働きかけに係る措置の進捗状況

（４）　その他の地球温暖化対策に係る措置の進捗状況

・需要家の皆様に毎月、「CO2排出量に関するご報告書」、「電気使用量のご報告書」にて報告を実施しております。
・「電力見える化システム」により、需要家の皆さまへ節電意識の向上を図って頂けるサービスを実施しております。
・需要家窓口所管様へ、ごみ発電の知識を深めて頂きながら地球温暖化対策等の話を交えて清掃工場見学会を実
施しております。（年2回程度）

・本社では夏季（6月～10月）にクールビズ、冬季にウォームビスを行っており、冷暖房電力の低減に努めております。
・社員の移動等には、公共機関の乗り物を利用して、CO2排出削減に努めております。
・東京二十三区清掃一部事務組合では、エネルギーの使用の合理化に留意し、設備の新設・更新を行う際は、費用
対効果を検討したうえで高効率又は省エネルギー機器及び自然エネルギー機器（太陽光発電・風力発電設備等）の
導入に努めています。

45,443 42.59% 53,990 45.15%

・電源とする清掃工場の余剰電力をﾍﾞｰｽ電源とする事により、未利用エネルギーの利用率を上げています。

・出資元の東京二十三区清掃一部事務組合の運営する清掃工場では、清掃工場の建替え等にあわせて、ボイラ設
備等の高温・高圧化による発電効率の向上を図るとともに熱エネルギーの改善を行い、熱エネルギーの一層の有効
利用に努めております。
また、ごみ発電においてごみの処理量は年々減少傾向になっていますが、発電出力から場内消費電力量を除いた
売電量は逆に増加傾向にあります。これは建替え工場の発電効率向上と機器のインバータ化等による場内消費電力
量抑制によるものです。
また、大田清掃工場と練馬清掃工場、杉並清掃工場では、焼却炉の出口に低温エコノマイザ（排ガスの熱を回収す
る装置）が付いているので、減温塔（焼却炉から出てきた高温の排ガスを150℃程度まで冷却し、ダイオキシン類の再
合成を防止）が必要なくなりましたので熱をできるだけ有効利用することができます。

前々年度の実績 前年度の実績

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

利用量
(千kWh)

利用率
（％）



第２号様式　その１

1　特定エネルギー供給事業者の概要

（１）　特定エネルギー供給事業者の氏名等

（２）　事業の概要

特別高圧 高圧 低圧（電力） 低圧（電灯）

（３）　担当部署

電  話  番  号

ファクシミリ番号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

電  話  番  号

ファクシミリ番号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

公 表 の
担当部署

名称 リビング営業計画部

連絡先

0570-002-239（東京ガスお客さまセンター　ナビダイヤル）

　発電事業の有無

エネルギー状況報告書

特定エネルギー供給事業者の氏名
（法人にあっては名称及び代表者の氏
名）

東京ガス株式会社
代表取締役社長　内田　高史

特定エネルギー供給事業者の住所
（法人にあっては主たる事務所の所在
地）

〒105-8527
東京都港区海岸１－５－２０

　都内供給区分

　事業の概要
　（発電事業がある場合は、発電
　事業の概要も記載すること。）

■電力小売事業
2016年4月より低圧のお客さまへの電気販売を行っています。
・対象エリア：東京都　神奈川県　埼玉県　千葉県　茨城県　栃木県　群馬県　山梨
県　静岡県（富士川以東）
　※離島除く

■発電事業
株式会社東京ガスベイパワー、川崎天然ガス発電株式会社、株式会社扇島パワー
を始めとした電源を約160万kW確保しており、今後拡充していきます。
発電には最新鋭の高効率なガスタービンコンバインドサイクル方式を採用してお
り、環境にも最大限の配慮を行っています。

報告書の
担当部署

名称 リビング営業計画部

連絡先

0570-002-239（東京ガスお客さまセンター　ナビダイヤル）

有 無



第２号様式　その２

（４） エネルギー状況報告書の公表方法

～

２　特定エネルギーの供給に伴い排出された温室効果ガスの量

(単位　千ｔ-CO2)

３　特定エネルギーの供給に伴い排出された温室効果ガスの量（１ｋＷｈ当たり）及びその抑制に係る措置の進捗状況

(単位　kg-CO2/kWh) (単位　％)

（排出係数の削減目標達成に向けた具体的な対策の取組実績及びその効果）

４　再生可能エネルギーの供給の量の割合及びその拡大に係る措置の進捗状況

　再生可能エネルギーを利用した発電による電気の供給の利用量の割合

（再生可能エネルギーの具体的な利用促進対策の取組実績、開発の実績等）

利用率
（％）

100.00%

1,031.06

（火力発電のCO2排出係数） 0.347

調整後CO2排出係数 0.375

全電源のCO2排出係数 0.404

高効率LNG発電所からの電力調達を中心とし、かつ最大効率、メリットオーダーを考慮した発電所稼働に
努め、排出係数の削減に取り組んでおります。
把握率が100%未満となっている理由は、新規参入事業者からの受電のためです。

2019  年  09  月  01  日  公表期間

その他

入手方法：

アドレス：ホームページで公表

2020  年  07  月  31  日  

http://tokyo-gas.disclosure.site/ja/themes/131

窓口での閲覧

公表方法

閲覧場所：

閲覧可能時間：

1.15%

所在地：

0.339

0.406

0.441

前年度

1,606.88

把握率

前々年度の実績 前年度の実績

50,711 1.99%

0.53%

41,733再生可能エネルギー

19,36049,633（ＦＩＴ電気）

冊子（環境報告書等） 冊子名：

項目 前々年度

前年度

2018年5月に、プロミネットパワー（株）および（株）九電工が、東京センチュリー（株）が100％保有するSKF
パワー合同会社の出資持分の一部をそれぞれ取得しました。各社がこれまで培ってきた知見を集約し、
太陽光発電の開発・運営を行っております。さらに同年6月には、フォトンジャパン合同会社と太陽光発電
事業に関する協力協定書を締結し、太陽光発電事業の共同開発を行っております。
2018年度の再生可能エネルギーについては、風力発電のFIT電気および清掃工場のごみ発電により調
達し、都内への供給は41,733千kWhとなりました。

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

利用量
(千kWh)

項目

項目 前々年度

1.94%

　排出量



第２号様式　その３

５　その他地球温暖化の対策に関する事項の進捗状況

（１）　未利用エネルギー等を利用した発電による電気の供給に係る措置の進捗状況

（未利用エネルギー等の具体的な利用促進対策の取組実績、開発の実績等）

（２）　火力発電所における熱効率の向上に係る措置の進捗状況

（３）　都内の電気需要者への地球温暖化の対策の働きかけに係る措置の進捗状況

（４）　その他の地球温暖化対策に係る措置の進捗状況

・お客さま向けWeb会員サービス「myTOKYOGAS」会員向けに、省エネ行動を促進するために、過去の電力使用量
等の適宜照会等の情報提供を実施しています。
・業務用ビル、工場等のお客さま向けの「TGグリーンモニター」・「楽省！BEMS」、「TGみるネット」では、エネルギー
の見える化、分析レポートの提供、システム制御等を行い、お客さまの省エネ・省CO2に貢献しています。
・ご家庭の暮らしの中で、省エネを推進するための方法やその効果、省エネに貢献する住宅設備などの情報を冊子
やホームページを通じて提供しています。

・事務所での取り組み
当社の事業所等では、コージェネレーションシステムや省エネ設備の導入、照明や空調機器の高効率化等の設備改
修といったハード面の取り組みに加え、CO2濃度に合わせた外気導入量調整、照度管理、湿度・室温の適正管理な
どの実効性の高い省エネ活動を行っています。
・森林保全・緑化活動
当社は、長野県北佐久郡に「長野・東京ガスの森（194ha）」を開設し、2005年より森づくりや保全活動を通じて地球温
暖化防止に貢献しています。

145,184 5.68% 92,621 2.54%

2018年度については、清掃工場のごみ発電により調達し、都内の利用量は92,621千kWhとなりました。

・環境保全対策に最新の技術を採用した高効率LNG火力発電所を当社が出資する発電事業の中心に据え、低炭素
社会実現に貢献していきます。
・当社が出資する火力発電所の新設等にあたり、プラント規模に応じて、経済的に利用可能な最良の技術（BAT）を
活用すること等により、低炭素社会実現に貢献していきます。
・プラントメーカーなどと連携を取りながら定期的なメンテナンス体制を維持し、既設プラントの熱効率維持に努めてま
いります。

前々年度の実績 前年度の実績

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

利用量
(千kWh)

利用率
（％）



第２号様式　その１

1　特定エネルギー供給事業者の概要

（１）　特定エネルギー供給事業者の氏名等

（２）　事業の概要

特別高圧 高圧 低圧（電力） 低圧（電灯）

（３）　担当部署

電  話  番  号

ファクシミリ番号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

電  話  番  号

ファクシミリ番号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

公 表 の
担当部署

名称 東京電力エナジーパートナー株式会社　業務統括室　総務グループ

連絡先

03-6363-4189

03-3596-8771

　発電事業の有無

エネルギー状況報告書

特定エネルギー供給事業者の氏名
（法人にあっては名称及び代表者の氏
名）

東京電力エナジーパートナー株式会社　代表取締役社長　秋本　展秀

特定エネルギー供給事業者の住所
（法人にあっては主たる事務所の所在
地）

東京都千代田区内幸町一丁目１番３号

　都内供給区分

　事業の概要
　（発電事業がある場合は、発電
　事業の概要も記載すること。）

＜東京電力ホールディングス株式会社＞
　・グループ経営管理
　・水力・新エネルギー発電事業
　・賠償・廃炉・復興推進等
　・原子力発電事業

＜東京電力パワーグリッド株式会社＞
　・一般送配電事業等

＜東京電力フュエル＆パワー株式会社＞
　・火力発電事業（離島を除く）
　・火力発電に係る燃料調達事業
　・資源開発事業等

＜東京電力エナジーパートナー株式会社＞
　・小売電気事業
　・ガス事業等

報告書の
担当部署

名称 東京電力エナジーパートナー株式会社　業務統括室　総務グループ

連絡先

03-6363-4189

03-3596-8771

有 無



第２号様式　その２

（４） エネルギー状況報告書の公表方法

～

２　特定エネルギーの供給に伴い排出された温室効果ガスの量

(単位　千ｔ-CO2)

３　特定エネルギーの供給に伴い排出された温室効果ガスの量（１ｋＷｈ当たり）及びその抑制に係る措置の進捗状況

(単位　kg-CO2/kWh) (単位　％)

（排出係数の削減目標達成に向けた具体的な対策の取組実績及びその効果）

４　再生可能エネルギーの供給の量の割合及びその拡大に係る措置の進捗状況

　再生可能エネルギーを利用した発電による電気の供給の利用量の割合

（再生可能エネルギーの具体的な利用促進対策の取組実績、開発の実績等）

利用率
（％）

100%

30,004.59

（火力発電のCO2排出係数） 0.503

調整後CO2排出係数 0.462

全電源のCO2排出係数 0.475

■温暖化対策の実効性を高めるには経済成長との両立が肝要と考えており、環境負荷を低減する技術の
探索と可能性評価等、エネルギー事業者として「Ｓ(エス)＋(プラス)３Ｅ(スリーイー)」（安全性・安定供給・経
済効率性及び環境適合）の実現に貢献してまいります。

■自由競争環境下でのＣＯ２削減は大きな挑戦と考えているが、再生可能エネルギーの活用、最新鋭火
力発電設備の導入等を通じて、排出係数の低減に努めております。

2019  年  08  月  01  日  公表期間

その他

入手方法：

アドレス：ホームページで公表

2030  年  07  月  31  日  

http://www.tepco.co.jp/ep/index-j.html

窓口での閲覧

公表方法

閲覧場所：

閲覧可能時間：

12.51%

所在地：

0.490

0.455

0.468

前年度

27,601.03

把握率

前々年度の実績 前年度の実績

7,318,252 11.59%

6.64%

7,380,496再生可能エネルギー

3,919,8923,471,177（ＦＩＴ電気）

冊子（環境報告書等） 冊子名：

項目 前々年度

前年度

■再生可能エネルギーについては、ＣＯ２削減やエネルギー・セキュリティの確保といった観点から、固定
価格買取制度への協力も含め、東京電力グループとして、普及促進に向けて積極的に取り組んでいま
す。

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

利用量
(千kWh)

項目

項目 前々年度

5.50%

　排出量

http://www.tepco.co.jp/ep/index-j.html
http://www.tepco.co.jp/ep/index-j.html
http://www.tepco.co.jp/ep/index-j.html
http://www.tepco.co.jp/ep/index-j.html
http://www.tepco.co.jp/ep/index-j.html
http://www.tepco.co.jp/ep/index-j.html
http://www.tepco.co.jp/ep/index-j.html
http://www.tepco.co.jp/ep/index-j.html


第２号様式　その３

５　その他地球温暖化の対策に関する事項の進捗状況

（１）　未利用エネルギー等を利用した発電による電気の供給に係る措置の進捗状況

（未利用エネルギー等の具体的な利用促進対策の取組実績、開発の実績等）

（２）　火力発電所における熱効率の向上に係る措置の進捗状況

（３）　都内の電気需要者への地球温暖化の対策の働きかけに係る措置の進捗状況

（４）　その他の地球温暖化対策に係る措置の進捗状況

■企業の生産活動や、家庭での生活環境などに大きな影響が生じない「無理のない範囲」での節電をお願いしまし
た。

■「でんきの省エネ術」による家電のご使用方法の紹介をはじめ、ご家庭向け会員サイトである「くらしTEPCO」や、法
人・事業用のお客さま向け会員サイトである「ビジネスTEPCO」などで省エネ情報の提供などを積極的に行っていま
す。

■お客さまのニーズに応えるべく、発電の際にＣＯ2を排出しない水力発電の電力のみを販売する料金メニュー（アク
アプレミアム、アクアエナジー100）を提供しています。

■東京電力グループでは環境マネジメントシステムの一環で、主要な環境影響や環境保全対策について環境指標を
定め、可能な限り定量的な目標値を掲げ、その達成に向け定期的なチェック＆レビューを実施しています。

431,478 0.68% 771,548 1.31%

■当社は、他社から高炉ガスや廃棄物などの未利用エネルギーにより発電した電力を購入しています。

■東京電力フュエル＆パワー株式会社では、コンバインドサイクル発電の導入等、技術開発と改良を重ねながら、火
力発電熱効率の向上に取り組んでいます。
2016年度には、熱効率約61%を実現する1,600℃級コンバインドサイクル（MACCⅡ）発電の営業運転を開始いたしま
した（川崎火力発電所）。

■コンバインドサイクル発電設備において、ガスタービンや高中圧蒸気タービンを取り替えることにより、熱効率の向上
を図りました（富津火力発電所・横浜火力発電所）

■発電計画の策定に当たっては、熱効率の高い設備を優先して稼働させ、熱効率の低い設備を停止するなど総合
熱効率を高めるよう努めています。

■復水器の冷却水配管や、ガスタービンコンプレッサの清掃を定期的に実施し、発電設備の熱効率維持に努めてい
ます。

※2019年4月1日から火力発電所は（株）JERAに承継されております。

前々年度の実績 前年度の実績

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

利用量
(千kWh)

利用率
（％）



第２号様式　その１

1　特定エネルギー供給事業者の概要

（１）　特定エネルギー供給事業者の氏名等

（２）　事業の概要

特別高圧 高圧 低圧（電力） 低圧（電灯）

（３）　担当部署

電  話  番  号

ファクシミリ番号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

電  話  番  号

ファクシミリ番号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

　都内供給区分

　事業の概要
　（発電事業がある場合は、発電
　事業の概要も記載すること。）

・小売電気事業として
再生可能エネルギー由来のＦＩＴ電気を当公社施設に供給し、需給調整等を行うモ
デル事業を実施している。

・その他
東京都環境公社東京都地球温暖化防止活動推進センターでは、東京における地
球温暖化防止活動の拠点として、東京都や区市町村等と連携して普及啓発に取り
組むとともに、省エネルギー診断を行うなど省エネ・創エネに対する支援を都民や
事業者へ向けて実施している。

報告書の
担当部署

名称
東京都地球温暖化防止活動推進センター　温暖化対策推進課　創エネ支援チー
ム

連絡先

03-5990-5066

cnt-jukyu@tokyokankyo.jp

　発電事業の有無

エネルギー状況報告書

特定エネルギー供給事業者の氏名
（法人にあっては名称及び代表者の氏
名）

公益財団法人　東京都環境公社
理事長　澤　章

特定エネルギー供給事業者の住所
（法人にあっては主たる事務所の所在
地）

東京都墨田区江東橋4-26-5東京トラフィック錦糸町ビル8階

公 表 の
担当部署

名称
東京都地球温暖化防止活動推進センター　温暖化対策推進課　創エネ支援チー
ム

連絡先

03-5990-5066

cnt-jukyu@tokyokankyo.jp

有 無



第２号様式　その２

（４） エネルギー状況報告書の公表方法

～

２　特定エネルギーの供給に伴い排出された温室効果ガスの量

(単位　千ｔ-CO2)

３　特定エネルギーの供給に伴い排出された温室効果ガスの量（１ｋＷｈ当たり）及びその抑制に係る措置の進捗状況

(単位　kg-CO2/kWh) (単位　％)

（排出係数の削減目標達成に向けた具体的な対策の取組実績及びその効果）

４　再生可能エネルギーの供給の量の割合及びその拡大に係る措置の進捗状況

　再生可能エネルギーを利用した発電による電気の供給の利用量の割合

（再生可能エネルギーの具体的な利用促進対策の取組実績、開発の実績等）

冊子（環境報告書等） 冊子名：

項目 前々年度

前年度

・一般送配電事業者からの補給や他の小売事業者からの融通を除く他社電源からの電気調達について、
ほぼ全て再生可能エネルギー由来のFIT電気から調達し、再生可能エネルギーの利用促進に取り組んで
いる。

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

利用量
(千kWh)

項目

項目 前々年度

94.01%

　排出量

1,562 94.01%

49.87%

850再生可能エネルギー

8501,562（ＦＩＴ電気）

閲覧場所：

閲覧可能時間：

49.87%

所在地：

0.000

0.564

0.278

前年度

0.47

把握率

前々年度の実績 前年度の実績

2019  年  08  月  01  日  公表期間

その他

入手方法：

アドレス：ホームページで公表

2020  年  07  月  31  日  

https://www.tokyo-co2down.jp/action/efforts-renewable/fit-2/index.html

窓口での閲覧

公表方法

利用率
（％）

100.00%

0.17

（火力発電のCO2排出係数） 0.018

調整後CO2排出係数 0.549

全電源のCO2排出係数 0.104

・可能な限り再生可能エネルギー由来のＦＩＴ電気を利用した。



第２号様式　その３

５　その他地球温暖化の対策に関する事項の進捗状況

（１）　未利用エネルギー等を利用した発電による電気の供給に係る措置の進捗状況

（未利用エネルギー等の具体的な利用促進対策の取組実績、開発の実績等）

（２）　火力発電所における熱効率の向上に係る措置の進捗状況

（３）　都内の電気需要者への地球温暖化の対策の働きかけに係る措置の進捗状況

（４）　その他の地球温暖化対策に係る措置の進捗状況

前々年度の実績 前年度の実績

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

・電気の供給先である東京都環境科学研究所や水素情報館「東京スイソミル」では、供給されている電気や発電者に
ついて一般来館者向けにパネルで紹介している。
・ホームページや請求書等にて供給している電気の電源構成・CO2排出係数を表示するなど、温暖化対策のための
情報提供を行っている。
・公社は、供給先である東京都環境科学研究所や水素情報館「東京スイソミル」を含めて、地球温暖化対策報告書の
作成に取組む事業者を支援している。

・当公社は、地球温暖化防止活動の推進、省資源化と資源の循環利用の促進等、環境に係る事業を通じて、快適な
都市環境の向上に貢献し、もって環境負荷の少ない都市東京の実現に寄与することを目的としている。
・東京都環境公社東京都地球温暖化防止活動推進センターでは、東京における地球温暖化防止活動の拠点とし
て、東京都や区市町村等と連携して普及啓発に取り組むとともに、都民や中小事業者向けの省エネ・創エネを支援し
ている。
・当公社は、平成16年10月に環境マネジメントシステム国際規格ISO14001の認証を取得し、事業活動を通して、快適
な都市環境の形成と生活環境の向上に寄与してきたが、認証取得から10年が経過し、各サイトにおける取組みが十
分に定着していることから、平成27年4月より日常業務活動に特化した独自の環境マネジメントシステムを導入し、環
境方針に基づき、環境の維持やさらなる向上に積極的に貢献していくため、環境マネジメント活動を推進している。
また各オフィスにおいても省エネを推進しており、うち東京都地球温暖化防止活動推進センターではエネルギー管理
標準を定め全員参加で省エネに取り組んでいる。

0 0.00% 0 0.00%

該当なし

火力発電所を所有していない。



第２号様式　その１

1　特定エネルギー供給事業者の概要

（１）　特定エネルギー供給事業者の氏名等

（２）　事業の概要

特別高圧 高圧 低圧（電力） 低圧（電灯）

（３）　担当部署

電  話  番  号

ファクシミリ番号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

電  話  番  号

ファクシミリ番号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

　都内供給区分

　事業の概要
　（発電事業がある場合は、発電
　事業の概要も記載すること。）

・小売電気事業
　（供給エリア：東北／東京／中部／関西）

・太陽光発電システムおよび機器の販売
　（産業用メガソーラー／住宅用屋根設置など）

報告書の
担当部署

名称
グリッド・アグリゲーション事業部
再生可能エネルギー営業管理部

連絡先

０４４－３３１－１５６１

０４４－５４８－９５３２

SIS-esb-inquiry@ml.toshiba.co.jp

　発電事業の有無

エネルギー状況報告書

特定エネルギー供給事業者の氏名
（法人にあっては名称及び代表者の氏
名）

東芝エネルギーシステムズ株式会社
代表取締役社長　畠澤　守

特定エネルギー供給事業者の住所
（法人にあっては主たる事務所の所在
地）

神奈川県川崎市幸区堀川町７２番地３４

公 表 の
担当部署

名称
グリッド・アグリゲーション事業部
再生可能エネルギー営業管理部

連絡先

０４４－３３１－１５６１

０４４－５４８－９５３２

SIS-esb-inquiry@ml.toshiba.co.jp

有 無



第２号様式　その２

（４） エネルギー状況報告書の公表方法

～

２　特定エネルギーの供給に伴い排出された温室効果ガスの量

(単位　千ｔ-CO2)

３　特定エネルギーの供給に伴い排出された温室効果ガスの量（１ｋＷｈ当たり）及びその抑制に係る措置の進捗状況

(単位　kg-CO2/kWh) (単位　％)

（排出係数の削減目標達成に向けた具体的な対策の取組実績及びその効果）

４　再生可能エネルギーの供給の量の割合及びその拡大に係る措置の進捗状況

　再生可能エネルギーを利用した発電による電気の供給の利用量の割合

（再生可能エネルギーの具体的な利用促進対策の取組実績、開発の実績等）

冊子（環境報告書等） 冊子名：

項目 前々年度

前年度

小売供給規模の縮小にともない、ＦＩＴ電気の買取契約を一部解約。
利用量は前年度を下回った。

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

利用量
(千kWh)

項目

項目 前々年度

33.10%

　排出量

980 33.10%

33.07%

774再生可能エネルギー

774980（ＦＩＴ電気）

閲覧場所：

閲覧可能時間：

33.07%

所在地：

-

0.547

0.317

前年度

0.74

把握率

前々年度の実績 前年度の実績

2019  年  08  月  01  日  公表期間

担当部署にて適宜対応その他

入手方法：

アドレス：ホームページで公表

2020  年  07  月  31  日  

窓口での閲覧

公表方法

利用率
（％）

97.65%

1.20

（火力発電のCO2排出係数） -

調整後CO2排出係数 0.567

全電源のCO2排出係数 0.405

小売供給規模を縮小した結果、卸取引市場からの購入量の減少につながり、
排出係数削減の主要因となった。
※バランシンググループの係数が把握できておらず、把握率は100%未満。



第２号様式　その３

５　その他地球温暖化の対策に関する事項の進捗状況

（１）　未利用エネルギー等を利用した発電による電気の供給に係る措置の進捗状況

（未利用エネルギー等の具体的な利用促進対策の取組実績、開発の実績等）

（２）　火力発電所における熱効率の向上に係る措置の進捗状況

（３）　都内の電気需要者への地球温暖化の対策の働きかけに係る措置の進捗状況

（４）　その他の地球温暖化対策に係る措置の進捗状況

前々年度の実績 前年度の実績

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

太陽光発電システムおよび機器の提案・販売を継続的に実施。

特筆事項なし。

0 0.00% 0 0.00%

未利用エネルギー等の利用について特筆事項なし。

自社の発電設備なし。



第２号様式　その１

1　特定エネルギー供給事業者の概要

（１）　特定エネルギー供給事業者の氏名等

（２）　事業の概要

特別高圧 高圧 低圧（電力） 低圧（電灯）

（３）　担当部署

電  話  番  号

ファクシミリ番号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

電  話  番  号

ファクシミリ番号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

　都内供給区分

　事業の概要
　（発電事業がある場合は、発電
　事業の概要も記載すること。）

・資本金　：　2,514億円
・供給区域　：　青森県，岩手県，秋田県，宮城県，山形県，福島県，新潟県　他
・発電設備　：
　　水力　・・・　209か所，245万kW
　　火力　・・・　12か所，1,143万kW
　　地熱　・・・　4か所，19万kW
　　太陽光　・・・　4か所，0.48万kW
　　原子力　・・・　2か所，275万kW
　　合　計　・・・　231か所，1,682万kW

・販売電力量　：　68,876百万kWh

※データは2019年3月末時点

報告書の
担当部署

名称 東北電力株式会社　企画部（設備計画）

連絡先

022-225-2111

022-223-6224

　発電事業の有無

エネルギー状況報告書

特定エネルギー供給事業者の氏名
（法人にあっては名称及び代表者の氏
名）

東北電力株式会社　取締役社長　社長執行役員　原田　宏哉

特定エネルギー供給事業者の住所
（法人にあっては主たる事務所の所在
地）

宮城県仙台市青葉区本町一丁目７－１

公 表 の
担当部署

名称 東北電力株式会社　発電・販売カンパニー　法人営業部（販売計画）

連絡先

022-225-2111

022-221-9860

有 無



第２号様式　その２

（４） エネルギー状況報告書の公表方法

～

２　特定エネルギーの供給に伴い排出された温室効果ガスの量

(単位　千ｔ-CO2)

３　特定エネルギーの供給に伴い排出された温室効果ガスの量（１ｋＷｈ当たり）及びその抑制に係る措置の進捗状況

(単位　kg-CO2/kWh) (単位　％)

（排出係数の削減目標達成に向けた具体的な対策の取組実績及びその効果）

４　再生可能エネルギーの供給の量の割合及びその拡大に係る措置の進捗状況

　再生可能エネルギーを利用した発電による電気の供給の利用量の割合

（再生可能エネルギーの具体的な利用促進対策の取組実績、開発の実績等）

冊子（環境報告書等） 冊子名：

項目 前々年度

前年度

・東北地域に賦存量が豊富な再生可能エネルギーの電源開発を進めるとともに，石炭を主燃料とする火
力発電所において，引き続き木質バイオマス燃料の混焼に取り組みます。
・また，本年1月30日には，「再生可能エネルギー事業の拡大について～風力発電を主軸に、２００万ｋW
の開発を目指す～」とのプレスリリースを行い，再生可能エネルギー事業の拡大についてお知らせしてお
ります。

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

利用量
(千kWh)

項目

項目 前々年度

8.07%

　排出量

96 24.35%

8.21%

21,985再生可能エネルギー

8,58732（ＦＩＴ電気）

閲覧場所：

閲覧可能時間：

21.03%

所在地：

0.000

0.543

0.537

前年度

56.12

把握率

前々年度の実績 前年度の実績

2019  年  08  月  01  日  公表期間

担当部署へ問合せその他

入手方法：

アドレス：ホームページで公表

2020  年  07  月  31  日  

窓口での閲覧

公表方法

利用率
（％）

100.00%

0.21

（火力発電のCO2排出係数） 0.000

調整後CO2排出係数 0.533

全電源のCO2排出係数 0.530

・当社は，省エネ法で定められた「2030年度における火力発電所の発電効率指標（火力ベンチマーク指標）の達成」
や，エネルギー供給構造高度化法における「2030年の非化石電源比率目標の達成」等へ適切に対応していくため，
火力発電のさらなる高効率化や，再生可能エネルギーの導入拡大，そして安全確保を大前提とした早期の原子力再
稼働等に注力していくこととしています。
・2018年度は，火力発電量の減少により，CO2排出量は減少したものの，小売販売電力量も減少し，当社の温対法
に基づく基礎CO2排出係数は前年度と同程度の0.522kg-CO2/kWhとなる見込みです。（暫定値）



第２号様式　その３

５　その他地球温暖化の対策に関する事項の進捗状況

（１）　未利用エネルギー等を利用した発電による電気の供給に係る措置の進捗状況

（未利用エネルギー等の具体的な利用促進対策の取組実績、開発の実績等）

（２）　火力発電所における熱効率の向上に係る措置の進捗状況

（３）　都内の電気需要者への地球温暖化の対策の働きかけに係る措置の進捗状況

（４）　その他の地球温暖化対策に係る措置の進捗状況

前々年度の実績 前年度の実績

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

・当社ホームページ等を通して，広く節電事例の紹介，省エネ性能の高い電気機器や高断熱・高気密住宅に関する
紹介，毎日の暮らしでできる電気の省エネ手法の紹介を行っております。

・再生可能エネルギーの買取・連系拡大に可能な限り努め，お客さまの太陽光発電設備・風力発電設備からの連系
量は増大しました。

・各事業所における空調，照明，OA機器などの節電対策を継続実施し，全社大で節電・省エネの徹底に取り組みま
した。

・「水素製造システム（平成29年3月運用開始）」を運用しながら，再生可能エネルギーの更なる導入拡大に向けて，
水素製造技術を活用した再生可能エネルギーの出力変動対策に関する研究に取り組みました。

0 0.00% 0 0.00%

特になし

・当社は都内に火力発電所を所有しておりません。

・都内以外に所有する火力発電所および前年度実績は以下のとおりです。

・仙台火力発電所4号機における超厚膜化TBC技術および高性能冷却翼のガスタービンへの適用，東新潟火力発
電所3-1号系列における最新型低圧タービンへの更新により，熱効率の向上を図っております。

・このほか，日常のきめ細やかな運転管理や高効率プラントの安定運転に加え，ＩｏＴ等の最先端デジタル技術の導
入に向けた検証によって，火力発電全体での熱効率の維持・向上に引き続き努めます。

・また，建設工事に着工している火力発電所（能代火力発電所３号機，上越火力発電所１号機）においては，経済的
に利用可能な最良の技術（BAT）を採用しており，電力の安定供給の確保とともに，高い経済性と環境負荷の低減の
両立に向け，建設工事を着実に推進していきます。



第２号様式　その１

1　特定エネルギー供給事業者の概要

（１）　特定エネルギー供給事業者の氏名等

（２）　事業の概要

特別高圧 高圧 低圧（電力） 低圧（電灯）

（３）　担当部署

電  話  番  号

ファクシミリ番号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

電  話  番  号

ファクシミリ番号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

　都内供給区分

　事業の概要
　（発電事業がある場合は、発電
　事業の概要も記載すること。）

弊社は、使用済み食用油をバイオ燃料可に成功させた染谷ゆみが、２０余年の油
燃料の研究開発の結果、使い終わった生のままの油を発電する発電機の開発に
成功させ、実際に発電しＦＩＴなどで電気を販売していたところ、レストランなどの排
出事業者や油を出す一般市民の皆様にデンキを戻すことが「循環型社会」のひと
つのモデル事業となることから、電気小売り自由化の機会に売電会社を興した。
グループ企業やこれまでのＢＤＦ繋がりの企業へそのＳＶＯ発電機の販売も手掛け
ている。発電所は２０１９年には５００ｋｗのＳＶＯ（生のままで電気を作る）発電所計
画がある。地域の皆様から集めた油を電気にしてお返しする資源循環型社会のス
キーム作りを目指している。また仲間企業への電気の融通、太陽光発電の仲介な
どで、再生可能エネルギーを主とした電気小売り事業者を目指している。

報告書の
担当部署

名称 電力事業部

連絡先

03-5247-1396

03-3613-1625

denki@tokyoyuden.jp

　発電事業の有無

エネルギー状況報告書

特定エネルギー供給事業者の氏名
（法人にあっては名称及び代表者の氏
名）

株式会社TOKYO油電力
代表取締役　染谷　ゆみ

特定エネルギー供給事業者の住所
（法人にあっては主たる事務所の所在
地）

東京都墨田区八広3丁目39番5号

公 表 の
担当部署

名称 電力事業部

連絡先

03-5247-1396

03-3613-1625

denki@tokyoyuden.jp

有 無



第２号様式　その２

（４） エネルギー状況報告書の公表方法

～

２　特定エネルギーの供給に伴い排出された温室効果ガスの量

(単位　千ｔ-CO2)

３　特定エネルギーの供給に伴い排出された温室効果ガスの量（１ｋＷｈ当たり）及びその抑制に係る措置の進捗状況

(単位　kg-CO2/kWh) (単位　％)

（排出係数の削減目標達成に向けた具体的な対策の取組実績及びその効果）

４　再生可能エネルギーの供給の量の割合及びその拡大に係る措置の進捗状況

　再生可能エネルギーを利用した発電による電気の供給の利用量の割合

（再生可能エネルギーの具体的な利用促進対策の取組実績、開発の実績等）

冊子（環境報告書等） 冊子名：

項目 前々年度

前年度

廃油を原料とした再エネ発電の取り組みを行っております。

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

利用量
(千kWh)

項目

項目 前々年度

0.00%

　排出量

0 0.00%

0.00%

0再生可能エネルギー

00（ＦＩＴ電気）

閲覧場所：

閲覧可能時間：

0.00%

所在地：

-

0.558

0.516

前年度

0.28

把握率

前々年度の実績 前年度の実績

2019  年  08  月  01  日  公表期間

担当部署にお問い合わせくださいその他

入手方法：

アドレス：ホームページで公表

2020  年  07  月  31  日  

窓口での閲覧

公表方法

利用率
（％）

100.00%

0.04

（火力発電のCO2排出係数） -

調整後CO2排出係数 0.555

全電源のCO2排出係数 0.543

廃油を原料とした再エネ発電の取り組みを行っております。



第２号様式　その３

５　その他地球温暖化の対策に関する事項の進捗状況

（１）　未利用エネルギー等を利用した発電による電気の供給に係る措置の進捗状況

（未利用エネルギー等の具体的な利用促進対策の取組実績、開発の実績等）

（２）　火力発電所における熱効率の向上に係る措置の進捗状況

（３）　都内の電気需要者への地球温暖化の対策の働きかけに係る措置の進捗状況

（４）　その他の地球温暖化対策に係る措置の進捗状況

前々年度の実績 前年度の実績

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

なるべく環境にいいエネルギーを選んでもらえるよう広報につとめる中で、一人ひとりの生活者が生活の中で出来るＣ
Ｏ２削減（油を捨てないなど）も伝えていく。原発は、それ自体はＣＯ２を出さないが、熱を冷やすために海水を使いそ
の温度をあげている。福島原発のように事故が起きれば、人間の時間の尺では解決しきれない事態になる。そして国
土を失う。地震国家日本であのような事故が起きるほどに安全対策は講じられていないことが分かった以上、テロリス
トに狙われれば、核を持たない者でも核爆発を起こすことができるわけで、危険極まりないエネルギーである。
ＣＯ２削減に原発を頼れない以上、再生可能エネルギーにシフトするしかないのである。

風力発電も開発中

0 0.00% 0 0.00%

未利用エネルギーの取組、開発の実績は御座いません。

火力発電所はございません。



第２号様式　その１

1　特定エネルギー供給事業者の概要

（１）　特定エネルギー供給事業者の氏名等

（２）　事業の概要

特別高圧 高圧 低圧（電力） 低圧（電灯）

（３）　担当部署

電  話  番  号

ファクシミリ番号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

電  話  番  号

ファクシミリ番号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

公 表 の
担当部署

名称 同上

連絡先

同上

同上

同上

　発電事業の有無

エネルギー状況報告書

特定エネルギー供給事業者の氏名
（法人にあっては名称及び代表者の氏
名）

株式会社トーセキ　　代表取締役社長　柳　慎太郎

特定エネルギー供給事業者の住所
（法人にあっては主たる事務所の所在
地）

東京都足立区千住曙町３７－３３

　都内供給区分

　事業の概要
　（発電事業がある場合は、発電
　事業の概要も記載すること。）

LPガス販売　ガス器具施工工事　電気小売　飲料水販売

報告書の
担当部署

名称 下町でんき事業部

連絡先

０３－３８８２－３８８８

０３－３８７０－４９７６

shitamachidenki@yanagi-toseki.com

有 無



第２号様式　その２

（４） エネルギー状況報告書の公表方法

～

２　特定エネルギーの供給に伴い排出された温室効果ガスの量

(単位　千ｔ-CO2)

３　特定エネルギーの供給に伴い排出された温室効果ガスの量（１ｋＷｈ当たり）及びその抑制に係る措置の進捗状況

(単位　kg-CO2/kWh) (単位　％)

（排出係数の削減目標達成に向けた具体的な対策の取組実績及びその効果）

４　再生可能エネルギーの供給の量の割合及びその拡大に係る措置の進捗状況

　再生可能エネルギーを利用した発電による電気の供給の利用量の割合

（再生可能エネルギーの具体的な利用促進対策の取組実績、開発の実績等）

利用率
（％）

0.00%

-

（火力発電のCO2排出係数） -

調整後CO2排出係数 -

全電源のCO2排出係数 -

当社は株式会社日本新電力総合研究所に電源調達を委託しており、対策等は株式会社日本新電力総
合研究所の方針に準じます

2019  年  08  月  01  日  公表期間

問い合わせ時に個別に対応その他

入手方法：

アドレス：ホームページで公表

2020  年  07  月  31  日  

窓口での閲覧

公表方法

閲覧場所：

閲覧可能時間：

0.00%

所在地：

-

0.454

0.500

前年度

0.36

把握率

前々年度の実績 前年度の実績

- -

0.00%

0再生可能エネルギー

0-（ＦＩＴ電気）

冊子（環境報告書等） 冊子名：

項目 前々年度

前年度

当社は株式会社日本新電力総合研究所に電源調達を委託しており、取組等は株式会社日本新電力総
合研究所の方針に準じます

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

利用量
(千kWh)

項目

項目 前々年度

-

　排出量



第２号様式　その３

５　その他地球温暖化の対策に関する事項の進捗状況

（１）　未利用エネルギー等を利用した発電による電気の供給に係る措置の進捗状況

（未利用エネルギー等の具体的な利用促進対策の取組実績、開発の実績等）

（２）　火力発電所における熱効率の向上に係る措置の進捗状況

（３）　都内の電気需要者への地球温暖化の対策の働きかけに係る措置の進捗状況

（４）　その他の地球温暖化対策に係る措置の進捗状況

お客様の専用ページにて電力使用量を確認して頂いております

営業でLPガス車及び低燃費車の使用

- - 0 0.00%

当社は株式会社日本新電力総合研究所に電源調達を委託しており、株式会社日本新電力総合研究所の方針に準
じます

当社は火力発電は御座いません

前々年度の実績 前年度の実績

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

利用量
(千kWh)

利用率
（％）



第２号様式　その１

1　特定エネルギー供給事業者の概要

（１）　特定エネルギー供給事業者の氏名等

（２）　事業の概要

特別高圧 高圧 低圧（電力） 低圧（電灯）

（３）　担当部署

電  話  番  号

ファクシミリ番号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

電  話  番  号

ファクシミリ番号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

　都内供給区分

　事業の概要
　（発電事業がある場合は、発電
　事業の概要も記載すること。）

・小売電気事業
自社・およびグループ会社のオフィスビル等に対し、電力小売事業を行っている。

報告書の
担当部署

名称 スマートエネルギー本部　　国内事業部

連絡先

03-5622-5707

03-3212-6210

　発電事業の有無

エネルギー状況報告書

特定エネルギー供給事業者の氏名
（法人にあっては名称及び代表者の氏
名）

株式会社トーヨーエネルギーファーム
代表取締役　岡田吉充

特定エネルギー供給事業者の住所
（法人にあっては主たる事務所の所在
地）

福島県相馬市中村1-2-3

公 表 の
担当部署

名称 スマートエネルギー本部　　国内事業部

連絡先

03-5622-5707

03-3212-6210

有 無



第２号様式　その２

（４） エネルギー状況報告書の公表方法

～

２　特定エネルギーの供給に伴い排出された温室効果ガスの量

(単位　千ｔ-CO2)

３　特定エネルギーの供給に伴い排出された温室効果ガスの量（１ｋＷｈ当たり）及びその抑制に係る措置の進捗状況

(単位　kg-CO2/kWh) (単位　％)

（排出係数の削減目標達成に向けた具体的な対策の取組実績及びその効果）

４　再生可能エネルギーの供給の量の割合及びその拡大に係る措置の進捗状況

　再生可能エネルギーを利用した発電による電気の供給の利用量の割合

（再生可能エネルギーの具体的な利用促進対策の取組実績、開発の実績等）

冊子（環境報告書等） 冊子名：

項目 前々年度

前年度

現時点での実績はありませんが、長期的に、導入を検討している。

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

利用量
(千kWh)

項目

項目 前々年度

-

　排出量

- -

0.00%

0再生可能エネルギー

0-（ＦＩＴ電気）

閲覧場所：

閲覧可能時間：

0.00%

所在地：

-

0.543

0.501

前年度

0.04

把握率

前々年度の実績 前年度の実績

2019  年  10  月  01  日  公表期間

問い合わせがあった際に提出する。その他

入手方法：

アドレス：ホームページで公表

2020  年  07  月  31  日  

窓口での閲覧

公表方法

利用率
（％）

100.00%

-

（火力発電のCO2排出係数） -

調整後CO2排出係数 -

全電源のCO2排出係数 -

現時点での具体的な対策は行っておりません。



第２号様式　その３

５　その他地球温暖化の対策に関する事項の進捗状況

（１）　未利用エネルギー等を利用した発電による電気の供給に係る措置の進捗状況

（未利用エネルギー等の具体的な利用促進対策の取組実績、開発の実績等）

（２）　火力発電所における熱効率の向上に係る措置の進捗状況

（３）　都内の電気需要者への地球温暖化の対策の働きかけに係る措置の進捗状況

（４）　その他の地球温暖化対策に係る措置の進捗状況

前々年度の実績 前年度の実績

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

使用電力をwebで閲覧可能にしており、電力の見える化を推進している。

社内およびグループ会社の事業所ではクールビズによる電気使用量の節電を実施している。
また長期的に、再生可能エネルギー等からの調達を検討していきたいと考えている。

- - 0 0.00%

未利用エネルギー等の利用をしておりません。

火力発電所を所有しておりません。



第２号様式　その１

1　特定エネルギー供給事業者の概要

（１）　特定エネルギー供給事業者の氏名等

（２）　事業の概要

特別高圧 高圧 低圧（電力） 低圧（電灯）

（３）　担当部署

電  話  番  号

ファクシミリ番号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

電  話  番  号

ファクシミリ番号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

　都内供給区分

　事業の概要
　（発電事業がある場合は、発電
　事業の概要も記載すること。）

■当社のエネルギーソリューション
電力その他のエネルギーに関する、供給、販売、サービス等

■当社の事業内容
「印刷テクノロジー」をベースに「情報コミュニケーション事業分野」、「生活・産業事
業分野」および「エレクトロニクス事業分野」の3分野にわたり幅広い事業活動を展
開しています。

報告書の
担当部署

名称 新事業開発本部　ビジネスイノベーションセンター　エネルギーソリューション部

連絡先

03-3835-5126

03-3835-6326

　発電事業の有無

エネルギー状況報告書

特定エネルギー供給事業者の氏名
（法人にあっては名称及び代表者の氏
名）

凸版印刷株式会社
代表取締役社長　麿 秀晴

特定エネルギー供給事業者の住所
（法人にあっては主たる事務所の所在
地）

東京都台東区台東1-5-1

公 表 の
担当部署

名称 広報本部

連絡先

03-3835-5636

03-3837-7675

kouhou@toppan.co.jp

有 無



第２号様式　その２

（４） エネルギー状況報告書の公表方法

～

２　特定エネルギーの供給に伴い排出された温室効果ガスの量

(単位　千ｔ-CO2)

３　特定エネルギーの供給に伴い排出された温室効果ガスの量（１ｋＷｈ当たり）及びその抑制に係る措置の進捗状況

(単位　kg-CO2/kWh) (単位　％)

（排出係数の削減目標達成に向けた具体的な対策の取組実績及びその効果）

４　再生可能エネルギーの供給の量の割合及びその拡大に係る措置の進捗状況

　再生可能エネルギーを利用した発電による電気の供給の利用量の割合

（再生可能エネルギーの具体的な利用促進対策の取組実績、開発の実績等）

冊子（環境報告書等） 冊子名：

項目 前々年度

前年度

・当社では自社の発電所を現段階では予定しておりませんが、調達においては今後も可能な限り考慮し
て参ります。

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

利用量
(千kWh)

項目

項目 前々年度

0.00%

　排出量

0 0.00%

0.00%

0再生可能エネルギー

00（ＦＩＴ電気）

閲覧場所：

閲覧可能時間：

0.00%

所在地：

-

0.502

0.501

前年度

14.85

把握率

前々年度の実績 前年度の実績

2019  年  08  月  01  日  公表期間

その他

東京都台東区台東1丁目5番1号

凸版印刷 営業ビル１号館 １階受付

入手方法：

アドレス：ホームページで公表

2020  年  07  月  31  日  

窓口での閲覧

公表方法 平日　9：00～17：00

利用率
（％）

100.00%

8.24

（火力発電のCO2排出係数） -

調整後CO2排出係数 0.500

全電源のCO2排出係数 0.512

・当社では温暖化対策として、電力の調達において排出係数を考慮した調達を行いました。引き続き優先
的に実施します。



第２号様式　その３

５　その他地球温暖化の対策に関する事項の進捗状況

（１）　未利用エネルギー等を利用した発電による電気の供給に係る措置の進捗状況

（未利用エネルギー等の具体的な利用促進対策の取組実績、開発の実績等）

（２）　火力発電所における熱効率の向上に係る措置の進捗状況

（３）　都内の電気需要者への地球温暖化の対策の働きかけに係る措置の進捗状況

（４）　その他の地球温暖化対策に係る措置の進捗状況

前々年度の実績 前年度の実績

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

・電力負荷平準化のため、時間帯別（昼間・夜間）によって異なる料金単価を設定しています。
・スマートメーターなどから得られる電力ログから、電力の使用状況や電力需要を予測し、需要者と情報の見える化、
共有化を進めています。さらに、効率的なエネルギーの使い方や省エネの提案につなげています。

・社内においては、複数の拠点に太陽光発電設備を設置し、社内で活用しています。
・電力の調達においては、CO2排出量などを充分に考慮して進めます。

0 0.00% 0 0.00%

・当社では自社の発電所を現段階では予定しておりませんが、今後も可能な限り考慮して参ります。

・当社では火力発電所を所有しておりません。



第２号様式　その１

1　特定エネルギー供給事業者の概要

（１）　特定エネルギー供給事業者の氏名等

（２）　事業の概要

特別高圧 高圧 低圧（電力） 低圧（電灯）

（３）　担当部署

電  話  番  号

ファクシミリ番号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

電  話  番  号

ファクシミリ番号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

　都内供給区分

　事業の概要
　（発電事業がある場合は、発電
　事業の概要も記載すること。）

◆小売電気事業
　2013年度（7月）より、東京エリアにて特定規模電気事業を開始。グループの自動
車販売店や業務用ビルに対し供給を行っています。2016年4月より、小売電気事
業者として登録し、事業を継続しております。

◆その他
　マイクロガスタービン関連事業、省エネルギーソリューション事業、エネルギーマ
ネジメント事業に取組んでいます。

報告書の
担当部署

名称 エネルギー管理グループ

連絡先

052-218-7843

052-218-7848

info@mail.ene.toyota-energy.co.jp

　発電事業の有無

エネルギー状況報告書

特定エネルギー供給事業者の氏名
（法人にあっては名称及び代表者の氏
名）

株式会社トヨタエナジーソリューションズ　　代表取締役社長　等 哲郎

特定エネルギー供給事業者の住所
（法人にあっては主たる事務所の所在
地）

愛知県豊田市元町１番地

公 表 の
担当部署

名称 エネルギー管理グループ

連絡先

052-218-7843

052-218-7848

info@mail.ene.toyota-energy.co.jp

有 無



第２号様式　その２

（４） エネルギー状況報告書の公表方法

～

２　特定エネルギーの供給に伴い排出された温室効果ガスの量

(単位　千ｔ-CO2)

３　特定エネルギーの供給に伴い排出された温室効果ガスの量（１ｋＷｈ当たり）及びその抑制に係る措置の進捗状況

(単位　kg-CO2/kWh) (単位　％)

（排出係数の削減目標達成に向けた具体的な対策の取組実績及びその効果）

４　再生可能エネルギーの供給の量の割合及びその拡大に係る措置の進捗状況

　再生可能エネルギーを利用した発電による電気の供給の利用量の割合

（再生可能エネルギーの具体的な利用促進対策の取組実績、開発の実績等）

冊子（環境報告書等） 冊子名：

項目 前々年度

前年度

・自社保有の再生可能エネルギー発電はありませんが、他社保有の環境負荷の低い発電所からの調達を
行っています。

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

利用量
(千kWh)

項目

項目 前々年度

0.00%

　排出量

0 0.00%

0.00%

0再生可能エネルギー

00（ＦＩＴ電気）

閲覧場所：

閲覧可能時間：

0.00%

所在地：

-

0.458

0.494

前年度

23.26

把握率

前々年度の実績 前年度の実績

2019  年  08  月  01  日  公表期間

その他

愛知県名古屋市中区栄二丁目１－１

㈱トヨタエナジーソリューションズ

入手方法：

アドレス：ホームページで公表

2020  年  07  月  31  日  

窓口での閲覧

公表方法 09：00～17：00

利用率
（％）

100.00%

22.16

（火力発電のCO2排出係数） -

調整後CO2排出係数 0.438

全電源のCO2排出係数 0.471

・CO２排出係数の低い発電所から調達を行い、排出係数の低減に努めています。



第２号様式　その３

５　その他地球温暖化の対策に関する事項の進捗状況

（１）　未利用エネルギー等を利用した発電による電気の供給に係る措置の進捗状況

（未利用エネルギー等の具体的な利用促進対策の取組実績、開発の実績等）

（２）　火力発電所における熱効率の向上に係る措置の進捗状況

（３）　都内の電気需要者への地球温暖化の対策の働きかけに係る措置の進捗状況

（４）　その他の地球温暖化対策に係る措置の進捗状況

前々年度の実績 前年度の実績

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

・弊社のお客様に対し、Web上で電力使用状況を公開し、それを把握いただくことで、地球温暖化対策にかかわる対
策をサポートしています。

・お客様の環境・エネルギー分野において、CO２削減などの課題を解決するための総合的な提案を実施していま
す。

0 0.00% 0 0.00%

・現在計画はなし。

・自社で保有する火力発電所はなし。



第２号様式　その１

1　特定エネルギー供給事業者の概要

（１）　特定エネルギー供給事業者の氏名等

（２）　事業の概要

特別高圧 高圧 低圧（電力） 低圧（電灯）

（３）　担当部署

電  話  番  号

ファクシミリ番号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

電  話  番  号

ファクシミリ番号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

公 表 の
担当部署

名称 管理部

連絡先

-

-

support@trende.jp

　発電事業の有無

エネルギー状況報告書

特定エネルギー供給事業者の氏名
（法人にあっては名称及び代表者の
氏名）

ＴＲＥＮＤＥ株式会社
代表取締役         妹尾 賢俊

特定エネルギー供給事業者の住所
（法人にあっては主たる事務所の所在
地）

東京都千代田区東神田1-16-7 東神田プラザビル2F

　都内供給区分

　事業の概要
　（発電事業がある場合は、発電
　事業の概要も記載すること。）

主に一般家庭への電力小売事業を行っております。

報告書の
担当部署

名称 管理部

連絡先

-

-

support@trende.jp

有 無



第２号様式　その２

（４） エネルギー状況報告書の公表方法

～

２　特定エネルギーの供給に伴い排出された温室効果ガスの量

(単位　千ｔ-CO2)

３　特定エネルギーの供給に伴い排出された温室効果ガスの量（１ｋＷｈ当たり）及びその抑制に係る措置の進捗状況

(単位　kg-CO2/kWh) (単位　％)

（排出係数の削減目標達成に向けた具体的な対策の取組実績及びその効果）

４　再生可能エネルギーの供給の量の割合及びその拡大に係る措置の進捗状況

　再生可能エネルギーを利用した発電による電気の供給の利用量の割合

（再生可能エネルギーの具体的な利用促進対策の取組実績、開発の実績等）

利用率
（％）

100.00%

-

（火力発電のCO2排出係数） -

調整後CO2排出係数 -

全電源のCO2排出係数 -

具体的な取組を実施することができませんでしたが、今後検討していきます。

2019  年  08  月  01  日  公表期間

問合せに随時対応しますその他

入手方法：

アドレス：ホームページで公表

2020  年  07  月  31  日  

窓口での閲覧

公表方法

閲覧場所：

閲覧可能時間：

6.17%

所在地：

-

0.654

0.531

前年度

1.40

把握率

前々年度の実績 前年度の実績

- -

6.17%

162再生可能エネルギー

162-（ＦＩＴ電気）

冊子（環境報告書等） 冊子名：

項目 前々年度

前年度

FIT（メガソーラー3箇所）から調達を実施いたしました。

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

利用量
(千kWh)

項目

項目 前々年度

-

　排出量



第２号様式　その３

５　その他地球温暖化の対策に関する事項の進捗状況

（１）　未利用エネルギー等を利用した発電による電気の供給に係る措置の進捗状況

（未利用エネルギー等の具体的な利用促進対策の取組実績、開発の実績等）

（２）　火力発電所における熱効率の向上に係る措置の進捗状況

（３）　都内の電気需要者への地球温暖化の対策の働きかけに係る措置の進捗状況

（４）　その他の地球温暖化対策に係る措置の進捗状況

インターネット上で日々の使用状況の確認していただくことにより、節電の取組みに役立てていただいております。

本社事務所でのクールビスや昼休みの消灯、および定時退社の推奨などの取組みを通じ、節電に取り組んでおりま
す。

- - 0 0.00%

具体的な取組を実施することができませんでしたが、今後検討していきます。

自社等で保有する火力発電所はございません。

前々年度の実績 前年度の実績

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

利用量
(千kWh)

利用率
（％）



第２号様式　その１

1　特定エネルギー供給事業者の概要

（１）　特定エネルギー供給事業者の氏名等

（２）　事業の概要

特別高圧 高圧 低圧（電力） 低圧（電灯）

（３）　担当部署

電  話  番  号

ファクシミリ番号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

電  話  番  号

ファクシミリ番号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

　都内供給区分

　事業の概要
　（発電事業がある場合は、発電
　事業の概要も記載すること。）

・小売り電気事業
自社レストランのみに小売り事業を実施しており、一般向けの電力販売は行ってい
ません。

報告書の
担当部署

名称 総務部

連絡先

048-838-7878

048-838-8866

e_power@tonden.co.jp

　発電事業の有無

エネルギー状況報告書

特定エネルギー供給事業者の氏名
（法人にあっては名称及び代表者の氏
名）

株式会社とんでんホールディングス　　　　　代表取締役　長尾　治人

特定エネルギー供給事業者の住所
（法人にあっては主たる事務所の所在
地）

埼玉県さいたま市南区白幡1-14-15

公 表 の
担当部署

名称 同上

連絡先

同上

有 無



第２号様式　その２

（４） エネルギー状況報告書の公表方法

～

２　特定エネルギーの供給に伴い排出された温室効果ガスの量

(単位　千ｔ-CO2)

３　特定エネルギーの供給に伴い排出された温室効果ガスの量（１ｋＷｈ当たり）及びその抑制に係る措置の進捗状況

(単位　kg-CO2/kWh) (単位　％)

（排出係数の削減目標達成に向けた具体的な対策の取組実績及びその効果）

４　再生可能エネルギーの供給の量の割合及びその拡大に係る措置の進捗状況

　再生可能エネルギーを利用した発電による電気の供給の利用量の割合

（再生可能エネルギーの具体的な利用促進対策の取組実績、開発の実績等）

冊子（環境報告書等） 冊子名：

項目 前々年度

前年度

・2018年2月からバイオマス発電電力を増やしています。
・開発は行っていません。

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

利用量
(千kWh)

項目

項目 前々年度

34.95%

　排出量

1,520 34.95%

45.65%

869再生可能エネルギー

8691,520（ＦＩＴ電気）

閲覧場所：

閲覧可能時間：

45.65%

所在地：

0.000

0.523

0.279

前年度

0.53

把握率

前々年度の実績 前年度の実績

2019  年  08  月  31  日  公表期間

その他

埼玉県さいたま市南区白幡1-14-15

株式会社とんでんホールディングス

入手方法：

アドレス：ホームページで公表

2020  年  07  月  31  日  

窓口での閲覧

公表方法 09:00～17:00

利用率
（％）

100.00%

1.61

（火力発電のCO2排出係数） 0.047

調整後CO2排出係数 0.530

全電源のCO2排出係数 0.369

・2018年2月よりバイオマス発電所からの電力購入を増やしています。



第２号様式　その３

５　その他地球温暖化の対策に関する事項の進捗状況

（１）　未利用エネルギー等を利用した発電による電気の供給に係る措置の進捗状況

（未利用エネルギー等の具体的な利用促進対策の取組実績、開発の実績等）

（２）　火力発電所における熱効率の向上に係る措置の進捗状況

（３）　都内の電気需要者への地球温暖化の対策の働きかけに係る措置の進捗状況

（４）　その他の地球温暖化対策に係る措置の進捗状況

前々年度の実績 前年度の実績

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

・デマンドコントローラーで各店の電気使用量の監視・指導を行い電気使用量の削減を行っています。
・エアコンの入れ替えによる使用電力の低減。

・使用電気機器の削減による電力使用量の削減

0 0.00% 0 0.00%

・未利用エネルギーを利用した電気供給の取組等については現在検討していません。

・火力発電所は有していません。



第２号様式　その１

1　特定エネルギー供給事業者の概要

（１）　特定エネルギー供給事業者の氏名等

（２）　事業の概要

特別高圧 高圧 低圧（電力） 低圧（電灯）

（３）　担当部署

電  話  番  号

ファクシミリ番号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

電  話  番  号

ファクシミリ番号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

公 表 の
担当部署

名称

連絡先

株式会社パネイル経営企画部

03-6880-9255

pps-dev@panair.jp

　発電事業の有無

エネルギー状況報告書

特定エネルギー供給事業者の氏名
（法人にあっては名称及び代表者の氏
名）

特定エネルギー供給事業者の住所
（法人にあっては主たる事務所の所在
地）

大阪市北区梅田2-2-2 ヒルトンプラザウエスト オフィスタワー17F

西日本電力株式会社　代表取締役　名越達彦

小売電気事業者として、沖縄県を除く全国において電気供給を行っております。

株式会社パネイル経営企画部

03-6880-9255

pps-dev@panair.jp

　都内供給区分

　事業の概要
　（発電事業がある場合は、発電
　事業の概要も記載すること。）

報告書の
担当部署

名称

連絡先

有 無



第２号様式　その２

（４） エネルギー状況報告書の公表方法

～

２　特定エネルギーの供給に伴い排出された温室効果ガスの量

(単位　千ｔ-CO2)

３　特定エネルギーの供給に伴い排出された温室効果ガスの量（１ｋＷｈ当たり）及びその抑制に係る措置の進捗状況

(単位　kg-CO2/kWh) (単位　％)

（排出係数の削減目標達成に向けた具体的な対策の取組実績及びその効果）

４　再生可能エネルギーの供給の量の割合及びその拡大に係る措置の進捗状況

　再生可能エネルギーを利用した発電による電気の供給の利用量の割合

（再生可能エネルギーの具体的な利用促進対策の取組実績、開発の実績等）

利用率
（％）

100.00%

0.76

（火力発電のCO2排出係数） -

調整後CO2排出係数 0.547

全電源のCO2排出係数 0.589

・排出クレジットの活用を含め、排出係数の削減に取り組んでおります。

2019  年  08  月  01  日  公表期間

その他

入手方法：

アドレス：ホームページで公表

2020  年  07  月  31  日  

窓口での閲覧

公表方法

問い合わせがあった際に報告書を提出します。

閲覧場所：

閲覧可能時間：

0.00%

所在地：

-

0.490

0.536

前年度

16.85

把握率

前々年度の実績 前年度の実績

0 0.00%

0.00%

0再生可能エネルギー

00（ＦＩＴ電気）

冊子（環境報告書等） 冊子名：

項目 前々年度

前年度

特になし

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

利用量
(千kWh)

項目

項目 前々年度

0.00%

　排出量



第２号様式　その３

５　その他地球温暖化の対策に関する事項の進捗状況

（１）　未利用エネルギー等を利用した発電による電気の供給に係る措置の進捗状況

（未利用エネルギー等の具体的な利用促進対策の取組実績、開発の実績等）

（２）　火力発電所における熱効率の向上に係る措置の進捗状況

（３）　都内の電気需要者への地球温暖化の対策の働きかけに係る措置の進捗状況

（４）　その他の地球温暖化対策に係る措置の進捗状況

・現状では発電所を保有しておりません。

顧客マイページにて電気の使用量を「見える化」しており、電気使用量の抑制を促進しております。

・無し

0 0.00% 0 0.00%

・無し

前々年度の実績 前年度の実績

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

利用量
(千kWh)

利用率
（％）



第２号様式　その１

1　特定エネルギー供給事業者の概要

（１）　特定エネルギー供給事業者の氏名等

（２）　事業の概要

特別高圧 高圧 低圧（電力） 低圧（電灯）

（３）　担当部署

電  話  番  号

ファクシミリ番号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

電  話  番  号

ファクシミリ番号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

公 表 の
担当部署

名称 化学品・エネルギーグループ　燃料チーム

連絡先

050-3360-2043

045-522-3618

denryoku@nitco.co.jp

　発電事業の有無

エネルギー状況報告書

特定エネルギー供給事業者の氏名
（法人にあっては名称及び代表者の氏
名）

日産トレーデイング株式会社
代表取締役社長 河原 守

特定エネルギー供給事業者の住所
（法人にあっては主たる事務所の所在
地）

神奈川県横浜市戸塚区川上町91-1

　都内供給区分

　事業の概要
　（発電事業がある場合は、発電
　事業の概要も記載すること。）

■小売電気事業について
2015年2月より日産自動車(株)の特定規模電気事業を継承し、工場・事務所への
電力供給を行っております。

報告書の
担当部署

名称 化学品・エネルギーグループ　燃料チーム

連絡先

050-3360-2043

045-522-3618

denryoku@nitco.co.jp

有 無



第２号様式　その２

（４） エネルギー状況報告書の公表方法

～

２　特定エネルギーの供給に伴い排出された温室効果ガスの量

(単位　千ｔ-CO2)

３　特定エネルギーの供給に伴い排出された温室効果ガスの量（１ｋＷｈ当たり）及びその抑制に係る措置の進捗状況

(単位　kg-CO2/kWh) (単位　％)

（排出係数の削減目標達成に向けた具体的な対策の取組実績及びその効果）

４　再生可能エネルギーの供給の量の割合及びその拡大に係る措置の進捗状況

　再生可能エネルギーを利用した発電による電気の供給の利用量の割合

（再生可能エネルギーの具体的な利用促進対策の取組実績、開発の実績等）

利用率
（％）

98.87%

2.44

（火力発電のCO2排出係数） 0.000

調整後CO2排出係数 0.486

全電源のCO2排出係数 0.401

・再生可能エネルギーの利用比率を向上
・CO2クレジットの購入による調整後排出係数の低減

バランシンググループに所属している為、把握率が100%未満となります。

2019  年  08  月  01  日  公表期間

担当部署にて適宜開示致します。その他

入手方法：

アドレス：ホームページで公表

2020  年  07  月  31  日  

窓口での閲覧

公表方法

閲覧場所：

閲覧可能時間：

18.74%

所在地：

-

0.476

0.393

前年度

2.40

把握率

前々年度の実績 前年度の実績

1,421 23.32%

18.74%

1,145再生可能エネルギー

1,1451,291（ＦＩＴ電気）

冊子（環境報告書等） 冊子名：

項目 前々年度

前年度

・再生可能エネルギーの利用比率向上

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

利用量
(千kWh)

項目

項目 前々年度

21.18%

　排出量



第２号様式　その３

５　その他地球温暖化の対策に関する事項の進捗状況

（１）　未利用エネルギー等を利用した発電による電気の供給に係る措置の進捗状況

（未利用エネルギー等の具体的な利用促進対策の取組実績、開発の実績等）

（２）　火力発電所における熱効率の向上に係る措置の進捗状況

（３）　都内の電気需要者への地球温暖化の対策の働きかけに係る措置の進捗状況

（４）　その他の地球温暖化対策に係る措置の進捗状況

需要家様への電力使用量の開示や省エネ設備導入のご提案などを通して、使用量削減に寄与して参ります。

日産トレーデイングは、リサイクルビジネスの領域で培った知識や経験を活かしてこの目標を後押ししており、
特にクルマの生産時に発生する鉄スクラップやプラスチックのリサイクルに力を入れています。
鉄スクラップは、1,500℃の熱で溶解して成分を調整し、エンジンや足回りの自動車部品に再生されます。
プラスチックは異物を除去した後細かく粉砕し、さらにペレット加工を施したうえで様々な自動車部品に再生されま
す。

このように(端材として)発生した鉄やプラスチックを自動車部品の原料として再資源化することにより
日産トレーデイング(株)は廃棄物の削減と天然資源の使用量の削減に取り組んでいます。

0 0.00% 0 0.00%

未利用エネルギーの利用に関しては、現時点では検討中となります。

自社で所有する火力発電所はございません。

前々年度の実績 前年度の実績

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

利用量
(千kWh)

利用率
（％）



第２号様式　その１

1　特定エネルギー供給事業者の概要

（１）　特定エネルギー供給事業者の氏名等

（２）　事業の概要

特別高圧 高圧 低圧（電力） 低圧（電灯）

（３）　担当部署

電  話  番  号

ファクシミリ番号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

電  話  番  号

ファクシミリ番号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

　都内供給区分

　事業の概要
　（発電事業がある場合は、発電
　事業の概要も記載すること。）

・電力供給事業
　弊社は、工場やオフィス、商業施設といった事業所への電力小売を実施しており
ます。主な供給力として、他社発電所（工場等の自家用発電設備の余剰等）・卸電
力取引所などから電力の調達を行っております。

・発電事業
　小売電気事業実施のために、約10万kWの自社等火力発電所を運営していま
す。

報告書の
担当部署

名称 電力ビジネス部

連絡先

03-6665-3560

03-6665-4826

power-business@eng.nipponsteel.com

　発電事業の有無

エネルギー状況報告書

特定エネルギー供給事業者の氏名
（法人にあっては名称及び代表者の氏
名）

日鉄エンジニアリング株式会社
代表取締役社長　藤原　真一

特定エネルギー供給事業者の住所
（法人にあっては主たる事務所の所在
地）

東京都品川区大崎一丁目５番１号

公 表 の
担当部署

名称 電力ビジネス部

連絡先

03-6665-3560

03-6665-4826

power-business@eng.nipponsteel.com

有 無



第２号様式　その２

（４） エネルギー状況報告書の公表方法

～

２　特定エネルギーの供給に伴い排出された温室効果ガスの量

(単位　千ｔ-CO2)

３　特定エネルギーの供給に伴い排出された温室効果ガスの量（１ｋＷｈ当たり）及びその抑制に係る措置の進捗状況

(単位　kg-CO2/kWh) (単位　％)

（排出係数の削減目標達成に向けた具体的な対策の取組実績及びその効果）

４　再生可能エネルギーの供給の量の割合及びその拡大に係る措置の進捗状況

　再生可能エネルギーを利用した発電による電気の供給の利用量の割合

（再生可能エネルギーの具体的な利用促進対策の取組実績、開発の実績等）

冊子（環境報告書等） 冊子名：

項目 前々年度

前年度

・北九州市響灘地区において15,000kWの風力発電所（関連子会社）をH15/3から運転開始し、九州電力
殿向けに売電を行っております。
・再生可能エネルギーの利用促進に向け、弊社グループが運営を委託されている廃棄物処理施設の余
剰電力や弊社グループの太陽光発電設備からの受電を開始し、更なる活用等の検討を継続しておりま
す。

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

利用量
(千kWh)

項目

項目 前々年度

4.48%

　排出量

20,990 4.87%

1.49%

5,576再生可能エネルギー

5,03919,330（ＦＩＴ電気）

閲覧場所：

閲覧可能時間：

1.64%

所在地：

0.635

0.769

0.613

前年度

208.05

把握率

前々年度の実績 前年度の実績

2019  年  08  月  01  日  公表期間

その他

東京都品川区大崎一丁目５番１号

日鉄エンジニアリング（株）本社

入手方法：

アドレス：ホームページで公表

2020  年  07  月  31  日  

窓口での閲覧

公表方法 10:00～16:00

利用率
（％）

100.00%

221.92

（火力発電のCO2排出係数） 0.555

調整後CO2排出係数 0.506

全電源のCO2排出係数 0.514

発電設備の燃料消費量・ＣＯ２の抑制に向けて、効率的稼働を目指した計画策定等に努めました。また、
卸電力取引所の活用等においても、発電設備の効率的な稼働を視野に入れた調達に努めることで、削減
に取り組みました。



第２号様式　その３

５　その他地球温暖化の対策に関する事項の進捗状況

（１）　未利用エネルギー等を利用した発電による電気の供給に係る措置の進捗状況

（未利用エネルギー等の具体的な利用促進対策の取組実績、開発の実績等）

（２）　火力発電所における熱効率の向上に係る措置の進捗状況

（３）　都内の電気需要者への地球温暖化の対策の働きかけに係る措置の進捗状況

（４）　その他の地球温暖化対策に係る措置の進捗状況

前々年度の実績 前年度の実績

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

・需要家・発電家の要望に応じ、お客さま専用Webサイト等を通じた現在の消費・発電電力量の情報提供を行ってい
ます。

・「電気事業低炭素社会協議会」に参加し、自社取組計画を確実に遂行することで、低炭素社会の実現に向けて取り
組んで参ります。
・日本製鉄グループとして、製鉄所やオフィスでの一層の省エネ努力に加え、製鉄所の発電設備を活用した電力会
社への電力供給や、従業員に対する家庭での環境家計簿を利用した省エネの呼びかけ等を行い、当面のエネル
ギー需給対策に貢献しております。　　また、3つのエコ
・エコプロセス （事業活動の全段階における環境負荷の低減）
・エコプロダクツ® （環境配慮型製品の提供）
・エコソリューション （地球全体を視野に入れた環境保全への解決提案）
と革新的技術開発「COURSE50」プロジェクトを推進するなど、低炭素社会実行計画を推進しております。

11,977 2.78% 3,161 0.93%

・弊社グループが運営を委託されているごみ処理施設からの余剰電力を小売電気事業用に活用しております。また
日本製鉄グループで使用する電気の一部は「工場の廃熱又は排圧」を利用した発電（CDQ：ｺｰｸｽ乾式消火、TRT：
高炉炉頂圧回収タービン）により賄う等、未利用エネルギーの活用に取り組んでおります。

・発電設備の平均稼働出力を向上させることで、機関の熱効率の向上を図ることや、補機の稼働台数を減らすなど所
内動力の抑制・送電端での電力利用の向上を図ること等を、継続的に取り組んでおります。・他社等発電設備につい
ては、ＣＯ２排出量の把握への協力を通じ、発電所の稼働状況の把握に努めております。



第２号様式　その１

1　特定エネルギー供給事業者の概要

（１）　特定エネルギー供給事業者の氏名等

（２）　事業の概要

特別高圧 高圧 低圧（電力） 低圧（電灯）

（３）　担当部署

電  話  番  号

ファクシミリ番号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

電  話  番  号

ファクシミリ番号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

　都内供給区分

　事業の概要
　（発電事業がある場合は、発電
　事業の概要も記載すること。）

　需要家宅の屋根に当社の資産で太陽光発電システムを載せ、その太陽光で発
電された電気は系統を介さずに直接お届けするため、需要家は太陽光で発電した
電気を使用することが可能となります。
　又、この部分の電気は賦課金によって支えられているＦＩＴ電気ではない為、環境
価値を有する「CO2排出係数ゼロ」の電気を提供できます。

　夜間や曇天時などに太陽光発電では賄えない供給分については、当社が（株）
エネットから調達し、当社から需要家へ電力の小売を行います。

※太陽光発電分による需要家への電気供給に関してはCO2排出係数ゼロの為、
本報告書ではエネットより調達した分のみ報告を行なう

報告書の
担当部署

名称 電力サービス部

連絡先

03-6863-9232

03-6863-9224

mb@j-ecosystem.co.jp

　発電事業の有無

エネルギー状況報告書

特定エネルギー供給事業者の氏名
（法人にあっては名称及び代表者の氏
名）

株式会社日本エコシステム　代表取締役社長　竹山雅之

特定エネルギー供給事業者の住所
（法人にあっては主たる事務所の所在
地）

東京都港区港南5-4-30　コムシス品川港南ビル5階

公 表 の
担当部署

名称 電力サービス部

連絡先

03-6863-9232

03-6863-9224

mb@j-ecosystem.co.jp

有 無



第２号様式　その２

（４） エネルギー状況報告書の公表方法

～

２　特定エネルギーの供給に伴い排出された温室効果ガスの量

(単位　千ｔ-CO2)

３　特定エネルギーの供給に伴い排出された温室効果ガスの量（１ｋＷｈ当たり）及びその抑制に係る措置の進捗状況

(単位　kg-CO2/kWh) (単位　％)

（排出係数の削減目標達成に向けた具体的な対策の取組実績及びその効果）

４　再生可能エネルギーの供給の量の割合及びその拡大に係る措置の進捗状況

　再生可能エネルギーを利用した発電による電気の供給の利用量の割合

（再生可能エネルギーの具体的な利用促進対策の取組実績、開発の実績等）

冊子（環境報告書等） 冊子名：

項目 前々年度

前年度

◆エネットからの調達のため、直接再生可能エネルギーの供給はありません。

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

利用量
(千kWh)

項目

項目 前々年度

0.00%

　排出量

1 2.73%

0.00%

0再生可能エネルギー

00（ＦＩＴ電気）

閲覧場所：

閲覧可能時間：

0.00%

所在地：

-

0.367

0.413

前年度

0.02

把握率

前々年度の実績 前年度の実績

2019  年  08  月  01  日  公表期間

その他

入手方法：

アドレス：ホームページで公表

2020  年  07  月  31  日  

http://www.jibunden.com/

窓口での閲覧

公表方法

利用率
（％）

100.00%

0.02

（火力発電のCO2排出係数） -

調整後CO2排出係数 0.337

全電源のCO2排出係数 0.379

◆上記排出係数はエネットより提示された排出係数を記載
　　※全量エネットからの調達のため、自社としての具体的な取組実績はございません



第２号様式　その３

５　その他地球温暖化の対策に関する事項の進捗状況

（１）　未利用エネルギー等を利用した発電による電気の供給に係る措置の進捗状況

（未利用エネルギー等の具体的な利用促進対策の取組実績、開発の実績等）

（２）　火力発電所における熱効率の向上に係る措置の進捗状況

（３）　都内の電気需要者への地球温暖化の対策の働きかけに係る措置の進捗状況

（４）　その他の地球温暖化対策に係る措置の進捗状況

前々年度の実績 前年度の実績

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

◆お客さまの電力使用量を月に一度メールで連絡し、省エネ（使用電力量の削減）を促す取り組みをしております。

◆弊社オフィスにおける夏季の軽装化や、不要照明の消灯と昼光利用により照明電力を抑える施策を行い、オフィス
におけるエネルギー使用量の削減に努めております。

◆弊社では、営業活動等において極力公共輸送機関を利用するなど、温室効果ガス抑制を意識した取り組みを継
続しております。

0 0.00% 0 0.00%

◆エネットからの調達のため、直接未利用エネルギーの供給はございません。

◆火力発電所を所有していないため、熱効率の向上に係る措置はございません。



第２号様式　その１

1　特定エネルギー供給事業者の概要

（１）　特定エネルギー供給事業者の氏名等

（２）　事業の概要

特別高圧 高圧 低圧（電力） 低圧（電灯）

（３）　担当部署

電  話  番  号

ファクシミリ番号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

電  話  番  号

ファクシミリ番号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

総合エネルギー事業部 電力事業グループ

03-5308-2121

03-5350-6215

公 表 の
担当部署

名称

連絡先

soenekikaku@nichigas.co.jp

　発電事業の有無

　都内供給区分

　事業の概要
　（発電事業がある場合は、発電
　事業の概要も記載すること。）

・電力小売事業
2018年11月以降、弊社のガスをご利用されている家庭用のお客さまを中心に、電
力小売事業を展開しています。

・その他
産業用のお客さまを中心に、省エネルギー診断業務を行っています。

報告書の
担当部署

名称

連絡先

総合エネルギー事業部 電力事業グループ

03-5308-2121

03-5350-6215

soenekikaku@nichigas.co.jp

エネルギー状況報告書

特定エネルギー供給事業者の氏名
（法人にあっては名称及び代表者の氏
名）

日本瓦斯株式会社
代表取締役社長　和田 眞治

特定エネルギー供給事業者の住所
（法人にあっては主たる事務所の所在
地）

東京都渋谷区代々木4丁目31番8号

有 無



第２号様式　その２

（４） エネルギー状況報告書の公表方法

～

２　特定エネルギーの供給に伴い排出された温室効果ガスの量

(単位　千ｔ-CO2)

３　特定エネルギーの供給に伴い排出された温室効果ガスの量（１ｋＷｈ当たり）及びその抑制に係る措置の進捗状況

(単位　kg-CO2/kWh) (単位　％)

（排出係数の削減目標達成に向けた具体的な対策の取組実績及びその効果）

４　再生可能エネルギーの供給の量の割合及びその拡大に係る措置の進捗状況

　再生可能エネルギーを利用した発電による電気の供給の利用量の割合

（再生可能エネルギーの具体的な利用促進対策の取組実績、開発の実績等）

利用率
（％）

100.00%

0.24

（火力発電のCO2排出係数） -

調整後CO2排出係数 0.437

全電源のCO2排出係数 0.479

前年度は具体的な取組は行っておりませんが、今後、再生可能エネルギーからの電源調達を検討して参
ります。

2019  年  08  月  01  日  公表期間

担当部署への問い合わせに対し回答その他

入手方法：

アドレス：ホームページで公表

2020  年  07  月  31  日  

窓口での閲覧

公表方法

閲覧場所：

閲覧可能時間：

0.00%

所在地：

-

0.506

0.552

前年度

1.63

把握率

前々年度の実績 前年度の実績

0 0.00%

0.00%

0再生可能エネルギー

00（ＦＩＴ電気）

冊子（環境報告書等） 冊子名：

項目 前々年度

前年度

前年度は具体的な取組は行っておりませんが、今後、再生可能エネルギーからの電源調達を検討して参
ります。

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

利用量
(千kWh)

項目

項目 前々年度

0.00%

　排出量



第２号様式　その３

５　その他地球温暖化の対策に関する事項の進捗状況

（１）　未利用エネルギー等を利用した発電による電気の供給に係る措置の進捗状況

（未利用エネルギー等の具体的な利用促進対策の取組実績、開発の実績等）

（２）　火力発電所における熱効率の向上に係る措置の進捗状況

（３）　都内の電気需要者への地球温暖化の対策の働きかけに係る措置の進捗状況

（４）　その他の地球温暖化対策に係る措置の進捗状況

お客さまの省エネマインドの醸成に向けて、弊社会員サービス「マイニチガス」において、電気使用量の見える化をお
こなっております。
その他、お客さまのニーズを見極めつつ、お客さまが負担を感じることのないサステナブルな地球温暖化対策につい
て、サプライサイド・デマンドサイドの両面から検討して参ります。

・営業で使用する自動車の大半には天然ガス自動車を使用しており、CO2排出量の低減に貢献しております。
・本社オフィスにてクールビズを実施しております。
・社内会議に際しては、ペーパーレス・ディスプレイ表示を基本とし、紙の節約による森林資源の保護に貢献していま
す。

0 0.00% 0 0.00%

前年度は具体的な取組は行っておりませんが、今後、検討して参ります。

火力発電所は所有しておりません。

前々年度の実績 前年度の実績

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

利用量
(千kWh)

利用率
（％）



第２号様式　その１

1　特定エネルギー供給事業者の概要

（１）　特定エネルギー供給事業者の氏名等

（２）　事業の概要

特別高圧 高圧 低圧（電力） 低圧（電灯）

（３）　担当部署

電  話  番  号

ファクシミリ番号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

電  話  番  号

ファクシミリ番号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

公 表 の
担当部署

名称 電力事業部　企画開発課

連絡先

03-5909-8458

03-5909-3043

ntech-pps@n-techno.co.jp

　発電事業の有無

エネルギー状況報告書

特定エネルギー供給事業者の氏名
（法人にあっては名称及び代表者の氏
名）

日本テクノ株式会社　代表取締役社長　馬本　英一

特定エネルギー供給事業者の住所
（法人にあっては主たる事務所の所在
地）

東京都新宿区西新宿１-25-1　新宿センタービル53階

　都内供給区分

　事業の概要
　（発電事業がある場合は、発電
　事業の概要も記載すること。）

・電気エネルギーに関する総合サービス業
1．キュービクル常時監視システム販売および省エネコンサルティング
2．高圧電気設備保安管理・点検業務
3．電気料金自動検針業務（テナントビルの自動検針システム）
4．電力小売事業
5．発電事業
　①千葉県袖ケ浦市にガス火力発電所（10.9万kW）を所有しております。
　②新潟県上越市にガス火力発電所（10.9万kW）を所有しております。
　③茨城県東茨城郡に100％出資である日本テクノパワー株式会社を設立し、
　   太陽光発電による電気を当社需要家に供給しております。
　④子会社にて関西エリアに火力発電所を有しております。主に関西エリアへの
　　 需要調整用として供給しております。
6．一般電気工事
7．企業・住宅向け太陽光発電設備の販売

・2009年6月より、お客様へサービスの一環として高圧電気設備の保安業務を行っ
ている顧客に対して、電力小売事業を行っております。

報告書の
担当部署

名称 電力事業部　企画開発課

連絡先

03-5909-8458

03-5909-3043

ntech-pps@n-techno.co.jp

有 無



第２号様式　その２

（４） エネルギー状況報告書の公表方法

～

２　特定エネルギーの供給に伴い排出された温室効果ガスの量

(単位　千ｔ-CO2)

３　特定エネルギーの供給に伴い排出された温室効果ガスの量（１ｋＷｈ当たり）及びその抑制に係る措置の進捗状況

(単位　kg-CO2/kWh) (単位　％)

（排出係数の削減目標達成に向けた具体的な対策の取組実績及びその効果）

４　再生可能エネルギーの供給の量の割合及びその拡大に係る措置の進捗状況

　再生可能エネルギーを利用した発電による電気の供給の利用量の割合

（再生可能エネルギーの具体的な利用促進対策の取組実績、開発の実績等）

利用率
（％）

100.00%

77.12

（火力発電のCO2排出係数） 0.396

調整後CO2排出係数 0.359

全電源のCO2排出係数 0.310

・平成23年度より、木質バイオマス発電所からの電力を小売で利用する事により、ＣＯ２排出低減に取り組
んでおります。
・自社発電所である高効率ガスエンジンだけで構成される発電所からの電力を小売用として利用しており
ます。
また、平成27年度からは、自治体の水力発電所からの電力調達が出来、排出係数の削減に大きな効果
が得られました。
・今後も、排出係数の低い電源からの電力調達も積極的に行ってまいります。

2019  年  09  月  01  日  公表期間

その他

入手方法：

アドレス：ホームページで公表

2020  年  07  月  31  日  

http://www.n-techno.co.jp

窓口での閲覧

公表方法

閲覧場所：

閲覧可能時間：

44.02%

所在地：

0.357

0.334

0.267

前年度

59.84

把握率

前々年度の実績 前年度の実績

97,787 39.28%

10.13%

98,816再生可能エネルギー

22,74418,329（ＦＩＴ電気）

冊子（環境報告書等） 冊子名：

項目 前々年度

前年度

・平成25年度より自社の太陽光発電所からの再生可能エネルギーの供給を行っております。
・平成23年度より木質バイオマス発電所からの電力の調達を行い、都内の需要家様へ供給を行っておりま
す。
・今後も木質バイオマス発電所からの調達を継続してまいります。

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

利用量
(千kWh)

項目

項目 前々年度

7.36%

　排出量



第２号様式　その３

５　その他地球温暖化の対策に関する事項の進捗状況

（１）　未利用エネルギー等を利用した発電による電気の供給に係る措置の進捗状況

（未利用エネルギー等の具体的な利用促進対策の取組実績、開発の実績等）

（２）　火力発電所における熱効率の向上に係る措置の進捗状況

（３）　都内の電気需要者への地球温暖化の対策の働きかけに係る措置の進捗状況

（４）　その他の地球温暖化対策に係る措置の進捗状況

・高圧電気の需要家様に当社のスマートメーターを導入し、電力の「見える化」と「理解る化」で上手な省エネ活動を
サポートする「電力コンサルティング」、省エネを実現させるための「省エネ設備改善」などを提案しております。具体
的には、需要家様のＰＣでも電力使用状況を閲覧出来るサービスを提供し、効率的な電気の使用をお客様自身で運
用・確認を行えるシステムを提供しております。
・また高圧需要家様に対して、電力使用状況の実績などの情報提供を電話や定期的な訪問を行い、需要家様に合
わせた電気使用の効率化やＣＯ２削減に向けたコンサルティングを行っております。

・全事業所及び全組織の環境意識を向上させ、また環境対策を行う為、環境・品質・ＣＳＲマネジメントシステムを策定
し実践しております。社内に環境管理課を設置し、全社の環境マネジメントシステムの実行業務の支援や、環境目標
の設定・計画策定と評価を行っております。
・子会社にて需要家様の設備改善を中心としたサービスを提供し、省エネ機器の導入・受変電設備の改修・再生可
能エネルギー設備の導入など、効率的な事業運営の推進に向けてサポートを行っております。
・社有車を使用する社員が道路上の法令を遵守し、環境に優しい運転を心がけるため、車の運行状況やルート、運
転時間を完全に見える化し、管理を徹底しています。　それに伴い、速度オーバーや急ブレーキが減り、安全性の向
上だけでなく、燃費も改善され、コストやCO2の削減につなげています。

11,034 4.43% 20 0.01%

・平成23年度より、全国的に清掃工場の余剰電力による電力調達を行っております。
・今後も清掃工場などから発電される電力を確保する為、積極的に入札参加を行ってまいります。

・平成24年度から、自社発電所である袖ヶ浦グリーンパワーが運転を開始し、平成27年度からは、新潟県上越市に当
社2件目となるガスエンジン発電所、上越グリーンパワーが運転を開始しました。
・両発電所は、14 基のガスエンジンの組み合わせにより、需要状況に合わせながら常に高い発電効率を維持し、柔
軟に出力調整を行える発電所であります。また、大気による出力への影響が極めて小さく、電力需要の大きい夏季に
おいても出力低下、効率低下が少ない為、高い発電性能を維持出来るのが特徴となっております。
・需要状況に合わせながら常に高い発電効率を維持する為、14 基の組み合わせによる運転台数の制御や調整運転
を行い、高効率な発電を行えるよう今後も取り組んでまいります。

前々年度の実績 前年度の実績

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

利用量
(千kWh)

利用率
（％）



第２号様式　その１

1　特定エネルギー供給事業者の概要

（１）　特定エネルギー供給事業者の氏名等

（２）　事業の概要

特別高圧 高圧 低圧（電力） 低圧（電灯）

（３）　担当部署

電  話  番  号

ファクシミリ番号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

電  話  番  号

ファクシミリ番号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

　都内供給区分

　事業の概要
　（発電事業がある場合は、発電
　事業の概要も記載すること。）

■電力小売事業
弊社は、店舗、オフィス、一般家庭向け、需要家などへの小売を目的とした
電力小売事業を実施しています。

報告書の
担当部署

名称 経営企画室

連絡先

03-4405-5494

03-4496-5308

info@nddh.co.jp

　発電事業の有無

エネルギー状況報告書

特定エネルギー供給事業者の氏名
（法人にあっては名称及び代表者の氏
名）

日本電灯電力販売株式会社
代表取締役　萱島　達広

特定エネルギー供給事業者の住所
（法人にあっては主たる事務所の所在
地）

東京都千代田区九段南１－５－６

公 表 の
担当部署

名称 経営企画室

連絡先

03-4405-5494

03-4496-5308

info@nddh.co.jp

有 無



第２号様式　その２

（４） エネルギー状況報告書の公表方法

～

２　特定エネルギーの供給に伴い排出された温室効果ガスの量

(単位　千ｔ-CO2)

３　特定エネルギーの供給に伴い排出された温室効果ガスの量（１ｋＷｈ当たり）及びその抑制に係る措置の進捗状況

(単位　kg-CO2/kWh) (単位　％)

（排出係数の削減目標達成に向けた具体的な対策の取組実績及びその効果）

４　再生可能エネルギーの供給の量の割合及びその拡大に係る措置の進捗状況

　再生可能エネルギーを利用した発電による電気の供給の利用量の割合

（再生可能エネルギーの具体的な利用促進対策の取組実績、開発の実績等）

冊子（環境報告書等） 冊子名：

項目 前々年度

前年度

取り組み実績はございません。導入を検討しております。

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

利用量
(千kWh)

項目

項目 前々年度

-

　排出量

- -

0.00%

0再生可能エネルギー

0-（ＦＩＴ電気）

閲覧場所：

閲覧可能時間：

0.00%

所在地：

-

0.555

0.517

前年度

0.02

把握率

前々年度の実績 前年度の実績

2019  年  08  月  01  日  公表期間

問い合わせに応じ回答その他

入手方法：

アドレス：ホームページで公表

2020  年  07  月  31  日  

窓口での閲覧

公表方法

利用率
（％）

100.00%

-

（火力発電のCO2排出係数） -

調整後CO2排出係数 -

全電源のCO2排出係数 -

取り組み実績はございません。環境負荷の低い自然由来の電源調達等、導入を検討しております。



第２号様式　その３

５　その他地球温暖化の対策に関する事項の進捗状況

（１）　未利用エネルギー等を利用した発電による電気の供給に係る措置の進捗状況

（未利用エネルギー等の具体的な利用促進対策の取組実績、開発の実績等）

（２）　火力発電所における熱効率の向上に係る措置の進捗状況

（３）　都内の電気需要者への地球温暖化の対策の働きかけに係る措置の進捗状況

（４）　その他の地球温暖化対策に係る措置の進捗状況

前々年度の実績 前年度の実績

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

現状では特段需要家様への働きかけは計画しておりません。
前年度計画していた、全ての需要者様に対し使用電力量の
可視化が可能となるシステムを導入を実施致しました。
同システムにより需要家様へ節電を促し、受給バランスの安定化に取り組んでまいります。

対応検討中となりますが、現時点で温暖化対策に係る措置は特段行っておりません。

- - 0 0.00%

取組実績はありません。

火力発電所を所有していません。



第２号様式　その１

1　特定エネルギー供給事業者の概要

（１）　特定エネルギー供給事業者の氏名等

（２）　事業の概要

特別高圧 高圧 低圧（電力） 低圧（電灯）

（３）　担当部署

電  話  番  号

ファクシミリ番号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

電  話  番  号

ファクシミリ番号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

公 表 の
担当部署

名称 株式会社ネクシィーズ・ゼロ

連絡先

03-6892-2161

03-6892-2162

nx_denryoku@nexyz.co.jp

　発電事業の有無

エネルギー状況報告書

特定エネルギー供給事業者の氏名
（法人にあっては名称及び代表者の氏
名）

株式会社ネクシィーズ・ゼロ
代表取締役　藤元　幸治

特定エネルギー供給事業者の住所
（法人にあっては主たる事務所の所在
地）

東京都渋谷区桜丘町20番4号　ネクシィーズスクエアビル

　都内供給区分

　事業の概要
　（発電事業がある場合は、発電
　事業の概要も記載すること。）

・電力小売事業
弊社は、飲食店等の需要家への小売を目的とした電力小売事業を実施していま
す。

報告書の
担当部署

名称 株式会社ネクシィーズ・ゼロ

連絡先

03-6892-2161

03-6892-2162

nx_denryoku@nexyz.co.jp

有 無



第２号様式　その２

（４） エネルギー状況報告書の公表方法

～

２　特定エネルギーの供給に伴い排出された温室効果ガスの量

(単位　千ｔ-CO2)

３　特定エネルギーの供給に伴い排出された温室効果ガスの量（１ｋＷｈ当たり）及びその抑制に係る措置の進捗状況

(単位　kg-CO2/kWh) (単位　％)

（排出係数の削減目標達成に向けた具体的な対策の取組実績及びその効果）

４　再生可能エネルギーの供給の量の割合及びその拡大に係る措置の進捗状況

　再生可能エネルギーを利用した発電による電気の供給の利用量の割合

（再生可能エネルギーの具体的な利用促進対策の取組実績、開発の実績等）

利用率
（％）

100.00%

0.34

（火力発電のCO2排出係数） -

調整後CO2排出係数 0.548

全電源のCO2排出係数 0.543

卸市場からの調達のため、対策実績はありません。

2019  年  08  月  01  日  公表期間

ご要望に応じて公表その他

入手方法：

アドレス：ホームページで公表

2020  年  07  月  31  日  

窓口での閲覧

公表方法

閲覧場所：

閲覧可能時間：

0.00%

所在地：

-

0.557

0.516

前年度

1.99

把握率

前々年度の実績 前年度の実績

0 0.00%

0.00%

0再生可能エネルギー

00（ＦＩＴ電気）

冊子（環境報告書等） 冊子名：

項目 前々年度

前年度

卸市場からの調達のため、対策実績はありません。
再生可能エネルギー等のＣＯ２排出係数の低い電源をはじめ、卸市場以外からの調達を検討していきま
す。

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

利用量
(千kWh)

項目

項目 前々年度

0.00%

　排出量



第２号様式　その３

５　その他地球温暖化の対策に関する事項の進捗状況

（１）　未利用エネルギー等を利用した発電による電気の供給に係る措置の進捗状況

（未利用エネルギー等の具体的な利用促進対策の取組実績、開発の実績等）

（２）　火力発電所における熱効率の向上に係る措置の進捗状況

（３）　都内の電気需要者への地球温暖化の対策の働きかけに係る措置の進捗状況

（４）　その他の地球温暖化対策に係る措置の進捗状況

LED等の省エネ設備の導入事業を行い、電気使用量削減をすすめています。
ホームページにて需要家様の電気使用量の見える化を行っています。

クールビズを実施し、電力使用量削減をすすめています。

0 0.00% 0 0.00%

未使用エネルギー等の利用はございません。

弊社は火力発電所を所有しておりません。

前々年度の実績 前年度の実績

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

利用量
(千kWh)

利用率
（％）



第２号様式　その１

1　特定エネルギー供給事業者の概要

（１）　特定エネルギー供給事業者の氏名等

（２）　事業の概要

特別高圧 高圧 低圧（電力） 低圧（電灯）

（３）　担当部署

電  話  番  号

ファクシミリ番号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

電  話  番  号

ファクシミリ番号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

　都内供給区分

　事業の概要
　（発電事業がある場合は、発電
　事業の概要も記載すること。）

(1)電力小売事業
平成27年度に高圧電力の供給を開始し、平成28年度からは低圧電力へも供給を
開始しました。J-クレジットを活用したCO2ゼロの小売電気供給を実施しています。
現在は東北、関東、中部、関西、中国、九州地域で実施しています。

(2)太陽光発電に関わる部材の販売を通じた再エネ発電施設の拡大
太陽光パネルおよび関連部材の開発から設置までを全国規模で展開し、完成設
備に対し当社の電気供給を進めています。

(3)需要家への省エネルギー・節電に関する情報提供の取り組み
電力の見える化やデマンド監視機能を備えたシステム提供をすることで、省エネル
ギー・節電できる環境を促進しています。

報告書の
担当部署

名称 グリーン電力事業部

連絡先

03-6279-4567

03-5990-5071

greena_jukyu@nextenergy.jp

　発電事業の有無

エネルギー状況報告書

特定エネルギー供給事業者の氏名
（法人にあっては名称及び代表者の氏
名）

ネクストエナジー・アンド・リソース株式会社
代表取締役　伊藤　敦

特定エネルギー供給事業者の住所
（法人にあっては主たる事務所の所在
地）

長野県駒ケ根市赤穂11465-6

公 表 の
担当部署

名称 グリーン電力事業部

連絡先

03-6279-4567

03-5990-5071

greena_jukyu@nextenergy.jp

有 無



第２号様式　その２

（４） エネルギー状況報告書の公表方法

～

２　特定エネルギーの供給に伴い排出された温室効果ガスの量

(単位　千ｔ-CO2)

３　特定エネルギーの供給に伴い排出された温室効果ガスの量（１ｋＷｈ当たり）及びその抑制に係る措置の進捗状況

(単位　kg-CO2/kWh) (単位　％)

（排出係数の削減目標達成に向けた具体的な対策の取組実績及びその効果）

４　再生可能エネルギーの供給の量の割合及びその拡大に係る措置の進捗状況

　再生可能エネルギーを利用した発電による電気の供給の利用量の割合

（再生可能エネルギーの具体的な利用促進対策の取組実績、開発の実績等）

冊子（環境報告書等） 冊子名：

項目 前々年度

前年度

・FIT制度内外における当社の太陽光発電関連事業の拡大を目指します。

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

利用量
(千kWh)

項目

項目 前々年度

2.41%

　排出量

257 9.68%

12.72%

609再生可能エネルギー

60964（ＦＩＴ電気）

閲覧場所：

閲覧可能時間：

12.72%

所在地：

-

0.000

0.434

前年度

2.08

把握率

前々年度の実績 前年度の実績

2019  年  08  月  01  日  公表期間

その他

東京都新宿区西新宿1-23-7　新宿ファーストウエスト14階

ネクストエナジー・アンド・リソース株式会社

入手方法：

アドレス：ホームページで公表

2020  年  07  月  31  日  

窓口での閲覧

公表方法 平日9:00～18:00

利用率
（％）

100.00%

1.30

（火力発電のCO2排出係数） -

調整後CO2排出係数 0.520

全電源のCO2排出係数 0.492

・再エネ発電施設との電気調達に関わる契約の拡大を目指します。
・今後も引き続き温対法における調整後排出係数「0」を目指します。



第２号様式　その３

５　その他地球温暖化の対策に関する事項の進捗状況

（１）　未利用エネルギー等を利用した発電による電気の供給に係る措置の進捗状況

（未利用エネルギー等の具体的な利用促進対策の取組実績、開発の実績等）

（２）　火力発電所における熱効率の向上に係る措置の進捗状況

（３）　都内の電気需要者への地球温暖化の対策の働きかけに係る措置の進捗状況

（４）　その他の地球温暖化対策に係る措置の進捗状況

前々年度の実績 前年度の実績

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

J-クレジットおよびグリーン電力証書を活用した電気供給プランを提供し、環境意識の高い需要家、高くない需要家
それぞれへの手法を変えた広報活動を通じて、温暖化防止への関心を高めます。

特になし。

0 0.00% 0 0.00%

現時点で調達する計画はない。

自社で火力発電所を所有していない。



第２号様式　その１

1　特定エネルギー供給事業者の概要

（１）　特定エネルギー供給事業者の氏名等

（２）　事業の概要

特別高圧 高圧 低圧（電力） 低圧（電灯）

（３）　担当部署

電  話  番  号

ファクシミリ番号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

電  話  番  号

ファクシミリ番号

電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

公 表 の
担当部署

名称 総務企画部

連絡先

03-5614-1130

03-5614-1131

　発電事業の有無

エネルギー状況報告書

特定エネルギー供給事業者の氏名
（法人にあっては名称及び代表者の氏
名）

Next Power株式会社
代表取締役社長　古澤公志

特定エネルギー供給事業者の住所
（法人にあっては主たる事務所の所在
地）

〒103-0012
東京都中央区日本橋堀留町2-2-1

　都内供給区分

　事業の概要
　（発電事業がある場合は、発電
　事業の概要も記載すること。）

小売り電気事業
弊社は、卸電力供給者から電力を購入し、マンション共用部等の電力自由化対象
の需要家への電力小売り事業を行っています。

報告書の
担当部署

名称 総務企画部

連絡先

03-5614-1130

03-5640-1131

有 無



第２号様式　その２

（４） エネルギー状況報告書の公表方法

～

２　特定エネルギーの供給に伴い排出された温室効果ガスの量

(単位　千ｔ-CO2)

３　特定エネルギーの供給に伴い排出された温室効果ガスの量（１ｋＷｈ当たり）及びその抑制に係る措置の進捗状況

(単位　kg-CO2/kWh) (単位　％)

（排出係数の削減目標達成に向けた具体的な対策の取組実績及びその効果）

４　再生可能エネルギーの供給の量の割合及びその拡大に係る措置の進捗状況

　再生可能エネルギーを利用した発電による電気の供給の利用量の割合

（再生可能エネルギーの具体的な利用促進対策の取組実績、開発の実績等）

利用率
（％）

100.00%

2.90

（火力発電のCO2排出係数） -

調整後CO2排出係数 0.630

全電源のCO2排出係数 0.615

・バランシンググループとして、電源構成において、天然ガス/都市ガス利用の可能な限りの拡大を図りま
した
・バランシンググループとして、自治体の一般廃棄物発電や再生可能エネルギーからの電力調達に努力
しました。
・弊社事務所内のエネルギー消費量を削減する努力を行いました。

2019  年  08  月  01  日  公表期間

問合せの際は、メール・FAX等にて対応いたします。その他

入手方法：

アドレス：ホームページで公表

2020  年  07  月  31  日  

窓口での閲覧

公表方法

閲覧場所：

閲覧可能時間：

0.00%

所在地：

-

0.537

0.517

前年度

6.32

把握率

前々年度の実績 前年度の実績

0 0.00%

0.00%

0再生可能エネルギー

00（ＦＩＴ電気）

冊子（環境報告書等） 冊子名：

項目 前々年度

前年度

・バランシンググループとして、非化石取引市場の活用も検討し、引き続き再エネ電源の拡大に注力しま
した。
・バランシンググループとして、再生可能エネルギーによる発電からの電力の調達に努めました。

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

利用量
(千kWh)

項目

項目 前々年度

0.00%

　排出量



第２号様式　その３

５　その他地球温暖化の対策に関する事項の進捗状況

（１）　未利用エネルギー等を利用した発電による電気の供給に係る措置の進捗状況

（未利用エネルギー等の具体的な利用促進対策の取組実績、開発の実績等）

（２）　火力発電所における熱効率の向上に係る措置の進捗状況

（３）　都内の電気需要者への地球温暖化の対策の働きかけに係る措置の進捗状況

（４）　その他の地球温暖化対策に係る措置の進捗状況

・省エネ意識の向上、需要家に対して節電を申し入れました。
・お客様の省エネ意識の向上に貢献できるように、使用電力量等のデータ提供サービスを行い、ユーザーの意見等
を聴取しながらサービスの充実を図りました。

・社用車を持たない経営方針を継続しました。
・本社オフィス内で使用していない会議室等を消灯したり、冬場は空調の設定温度を低めにするなど省エネ、節電に
努めました。

0 0.00% 0 0.00%

・バランシンググループとして、自治体清掃工場における一般廃棄物発電、工場廃熱利用での発電などからの電力
調達ができるように努力しました。

・バランシンググループとして、契約先発電所の熱効率向上に向けて、より効率の良い運転・制御方法について協
議・検討を推進しました。
・バランシンググループとして、指令値にて稼働する契約発電所においては、可能な範囲で高効率化運転となる（負
荷率の高い）指令を指向し、排出係数の削減を目指しました。

前々年度の実績 前年度の実績

利用量
(千kWh)

利用率
（％）

利用量
(千kWh)

利用率
（％）


